
より、プラスチック類の再利用促進、野焼きの防止・是正等を図
施策目的・

(2)目的 出量の削減と福島第一原発事故以前の全国トップレベルの資源化率を回復するとともに、新たな廃棄物処理 事業目的 る。
展開方向

施設の整備に合わせた効率的かつ効果的なごみと資源の分別の研究などに取り組み、ごみの発生抑制を軸と
農業用廃プラスチック処理対策協議会が行う、農家から廃棄される農業用廃プラスチック類（園芸用ビニー 1月に廃プラスチック類の回収及び適正処理
ル、ポリエチレンなど）の回収及び適正処理に係る費用の一部を助成する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

廃プラスチック回収処理量 想定値 5当該年度
単位 ｔ

活動結果指標 実績値 2.12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 廃プラスチック類を回収し適正に処理する 直接 廃プラスチック回収処理量 ｔ 3 5

令和 2年度 廃プラスチック類を回収し適正に処理されている 直接 廃プラスチック回収処理量 ｔ 5

令和 3年度 廃プラスチック類を回収し適正に処理されている 直接 廃プラスチック回収処理量 ｔ 5

計画的に適正処理するためには、排出される廃プラスチック類の把握、回収処理の困難な廃プラスチック類の取扱の検討、参加
(7)事業実施上の課題と対応 農家の拡大が必要。そのため、農家組合やハウス組合等を通して事業の周知徹底を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

廃プラスチック適正処理事業補助金 98 廃プラスチック適正処理事業補助金 98 48 廃プラスチック適正処理事業補助金 98 廃プラスチック適正処理事業補助金 98

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 98 合　　計 98 48 合　　計 98 合　　計 98
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 49 補助率 50 ％ 49 21 補助率 50 ％ 49 補助率 50 ％ 49
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 49 49 27 49 49

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.17 0.17 0.15 0.15
正職員人件費 1,496 1,496 1,496 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,594 1,594 1,544 1,418 1,418
(11)単位費用

318.8千円／ｔ 318.8千円／ｔ 728.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業用廃プラスチックは、農業者だけでは適正処理が困難である。よって、県とも連携し地域的な回収処理体制を整備し ●①事前確認での想定どおり
、組織的な回収処理を計画的かつ合理的に推進することが求められる。本補助事業は、県補助事業とあわせ執行すること ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ で、適正処理推進の効果をあげることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業者から申し込みのあった処理予定数量に対し、県と連携し計画的かつ合理的に回収処理を実施し、農業用廃プラスチ
ック類の適正処理の効果が得られた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業用廃プラスチック処理対策協議会において、農家から廃

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 棄される農業用廃プラスチック類（園芸用ビニール・ポリエ
□その他 　促進された チレン等）の回収及び適正処理にかかる費用の一部を助成し

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ている。また、当該協議会は、適正な回収処理の啓発を行い
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 、円滑な回収と適正な処理を実施することにより、環境保全 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された と施設園芸の健全な発展に寄与している。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市、農協、農業者団体等で組織する協議会を通じ、農業者へ回収方法等について周知することで適正に廃プラスチックを
処理している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 農業用廃プラスチックを適正に回収することにより、リサイ 農業用廃プラスチック類については、再資源化のために搬入 ●①想定どおり
□②生き物と共存している クルに繋げる。 規格に十分注意し、適正処理に努めている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｔ) 目標値(b)(ｔ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｔ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農業者が行うビニールハウスのビニール張替や、施設整備等の時期が把握できな
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2.12 42.4

いため、適正な回収量を見込むことは困難である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,594 0 1,544 96.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 農業者が持ち込む廃プラスチック量が、当初の見込みよ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 り少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

ｔ 10万円 0.14 45.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
これまで以上に不良廃プラスチックの混入を抑えるよう農業者へのＰＲ・周知を図っていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 213 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業用廃プラスチック適正処理への補助 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,594 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

資源を大切にし、資源の循環を進めるくらしを実現するため、市民、事業者、市が一体となって、総ごみ排 農業用廃プラスチック適正処理への補助に



農地を確保するとともに、農地を良好な状態で維持・保全する計画を策定する。
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
農業の振興を図り、優良農地を確保するため、農業振興地域整備計画の随時見直しを行う。（整備計画案の 変更相談・協議案件の処理
作成、関係機関との協議、県知事との協議、計画公告）　　　 ４月～３月業振興協議会の運営

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

変更相談・協議案件の処理率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 変更相談・協議案件の円滑な処理 直接 変更相談・協議案件の処理率 % 100 100

令和 2年度 変更相談・協議案件の円滑な処理が行われている － 変更相談・協議案件の処理率 % 100

令和 3年度 変更相談・協議案件の円滑な処理が行われている － 変更相談・協議案件の処理率 % 100

変更相談・協議案件の庁内連携による審査と関係機関の調整
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農業振興協議会委員報酬 147 農業振興協議会委員報酬 98 84 農業振興協議会委員報酬 98 農業振興協議会委員報酬 98
農用地区域図印刷費 90 農用地区域図印刷費 100 0 農用地区域図印刷費 100 農用地区域図印刷費 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 237 合　　計 198 84 合　　計 198 合　　計 198
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 237 198 84 198 198

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.19 0.19 0.19 0.21 0.21
正職員人件費 1,672 1,672 1,672 1,848 1,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,909 1,870 1,756 2,046 2,046
(11)単位費用

19.09千円／％ 18.7千円／％ 17.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本市農業振興地域整備計画で設定された農用地区域の除外・用途区分の変更等の相談・協議案件について、庁内調整及び ●①事前確認での想定どおり
関係機関との調整を図り、適切に処理することが求められる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関係機関と調整を図り適切に処理した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 関係機関との調整を図り処理する。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 計画案について、市民が参画する農業振興協議会への諮問を 該当なし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 行う。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関と調整を図り処理できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,870 39 1,756 93.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

2.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 関係機関と調整を図り処理できた。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

% 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
農業振興地域整備計画で設定されている農用地からの除外及び用途区分変更は、農業振興上重要な判断を求められる。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 214 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業振興地域整備計画の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,870 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 663 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 農業振興地域整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 農業の振興を図り、優良



施設の適 農作物に有害な病害虫及び鳥獣の駆除・蔓延防止措置を講じ、農業生産と経営の安定化を図る。
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
　我孫子市植物防疫協会が実施する農産物病害虫防除事業を円滑に推進するため、同協会の構成員として事 　協会に対する負担金支出と併せ、協会の一員として、水稲航空防除事業の代替事業としての水稲地上防除
業に要する経費の一部を負担する。 事業に推進を図る。また、協会事業として、土壌消毒・有害鳥獣対策などもあわせて実施する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

水稲の10a当たり平均収量 想定値 515当該年度
単位 ｋｇ

活動結果指標 実績値 516

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安定した収量の確保 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 516 515

令和 2年度 安定した収量が確保されている 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 516

令和 3年度 安定した収量が確保されている 直接 水稲の10a当たり平均収量 kg 516

　県、ＪＡ、農業共済、防除組合等との連携。病害虫発生予察の徹底と発生が見込まれた場合の即応体制整備。また、航空防除
(7)事業実施上の課題と対応 休止以降の病害虫被害の追跡調査と予防施策の研究。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市植物防疫協会負担金 10 我孫子市植物防疫協会負担金 5,140 4,401 我孫子市植物防疫協会負担金 5,140 我孫子市植物防疫協会負担金 5,140
東葛飾植物防疫負担金 5,140 東葛飾植物防疫協会負担金 10 10 東葛飾植物防疫協会負担金 10 東葛飾植物防疫協会負担金 10

航空防除散布委託料 17 16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,150 合　　計 5,167 4,427 合　　計 5,150 合　　計 5,150
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,150 5,167 4,427 5,150 5,150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.17 0.17
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,496 1,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,470 6,487 5,747 6,646 6,646
(11)単位費用

12.56千円／ｋｇ 12.6千円／ｋｇ 11.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　農産物の収量や品質の低下を防ぎ高い生産性を維持するためには、病害虫防除が不可欠な手段です。 ●①事前確認での想定どおり
　このため植物防疫協会を通じて事業を実施し、農業者に必要な支援を行うことで本市農業の活性化、農業者の安定的な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 経営の確立に寄与するものと考えます。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

適正に病害虫防除を実施することで農作物の収量や品質低下を防ぎ、生産性を維持することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 植物防疫協会を通じ、薬剤購入助成等の防除事業を実施した

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため、農作物の減収や品質の低下を防ぎ、高い生産性を維持
□その他 　促進された することができたため。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の計画・実施にあたっては、農業者及び関係機関で組織 農家組織、関係機関により構成された市植物防疫協会を通じ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り する協会を通じて実施している。 稲防除事業等を行った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 育苗箱施用剤等の薬剤助成を行い、環境に配慮した地上防除 ●①想定どおり
□②生き物と共存している を実施した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
航空防除（空中散布）の休止

効
　
率
　
性

現況値(a)(kg) 目標値(b)(kg) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(kg) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
516 515 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

植物防疫協会を通じた薬剤助成等の防除事業の効果があったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 516 100.19
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,487 △17 5,747 88.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

薬剤助成等の防除事業費が当初見込みを下回ったため。

△0.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 薬剤購入助成につき、更なる周知徹底を図る必要がある

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.94

kg 10万円 8.98 113.1

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成１８年度から航空防除を休止しているが、休止後３ヶ年カメムシ被害が報告されたものの、平成２１年度以降、特段の被害報告はなかった
ことから防除事業の効果が表れていたが、昨年は農家からカメムシ等の被害が多く寄せられた。今後も水稲の生育状況や検査結果などに十分注
意を払い、引き続き有効な防除事業を進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 215 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 効率的かつ安定的な経営の確立 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 植物防疫業務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市植物防疫協会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,470 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,487 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用



施設の適 安定的供給が行われる消費者重視・市場重視の米づくり
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
ＪＡ、土地改良区、農業委員会、我孫子市等で組織する「我孫子市農業再生協議会」により、以下事業を推 ・我孫子市人・農地プランの支援及び地域水田農業ビジョンの策定とその実現に向けた取組については、年
進する。また、市はこの協議会の事務局を担う。 間を通じて啓発活動を推進する。
・国の基本方針に基づき、米づくりの本来あるべき姿の実現 当該年度 ・需給調整については、重点期間として４月～９月の田植えから稲刈り時期に推進する。
・我孫子市人・農地プランの支援及び地域水田農業ビジョンの策定とその実現に向けた取組の推進 執行計画 ・経営所得安定対策については、制度の普及ＰＲに努め、交付申請書及び営農計画書を生産年の６月３０日

(3)事業内容 内　　容 ・米穀の需給及び価格の安定のため、需要に応じた生産を基本に米の生産目標数量の配分 までに受付け、交付事務を実施する。
・農家へ経営所得安定対策の周知・推進 ・田中調節地内の稲わら等撤去については、利根土地改良と協定を締結し、今年度中に事業を完結させる。
・台風１９号の影響により田中調節地内に堆積した稲わら等の撤去 生産数量目標達成率 想定値 60当該年度
・その他 単位 ％

活動結果指標 実績値 93

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 米穀の需給及び価格の安定 直接 生産数量目標達成率 % 93 60

令和 2年度 目標達成される事で米穀需給及び価格が安定している 直接 生産数量目標達成率 % 65

令和 3年度 目標達成される事で米穀需給及び価格が安定している 直接 生産数量目標達成率 % 70

需要に応じた米の計画的生産を円滑かつ的確に推進することが実施上の課題となっている。対応としては、国による米の経営所
(7)事業実施上の課題と対応 得安定対策の周知と制度活用支援を行うものとし、農家組合長・農業委員・協議会構成員・市農政課が連携し対策を推進する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

経営所得安定対策等推進事業費交付金 1,470 経営所得安定対策等推進事業費交付金 1,607 1,375 米政策に係る負担金、報償費 966 米政策に係る負担金、報償費 966
飼料用米等拡大支援事業補助金 1,208 飼料用米等拡大支援事業補助金 1,470 1,470 経営所得安定対策等推進事業費交付金 1,607 経営所得安定対策等推進事業費交付金 1,607

稲わら等撤去事業負担金 18,025 14,403 飼料用米等拡大支援事業補助金 1,470 飼料用米等拡大支援事業補助金 1,470

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,678 合　　計 21,102 17,248 合　　計 4,043 合　　計 4,043
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 13,659 9,610 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 2,677 補助率 100 ％ 3,077 2,845 補助率 100 ％ 3,077 補助率 100 ％ 3,077
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1 4,366 4,793 966 966

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.42 0.42 0.46 0.46
正職員人件費 3,696 3,696 3,696 4,048 4,048

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,374 24,798 20,944 8,091 8,091
(11)単位費用

106.23千円／％ 413.3千円／％ 225.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　米消費の構造的変化に伴う米需要の大幅な減少等、現下の米の需給状況を踏まえ、需要に見合った米の生産を推進し、 ●①事前確認での想定どおり
需給改善を図ることで、収益性の高い安定した水田農業経営を確立することができる。経営所得安定対策は、地域ごとに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 関係団体等で組織する農業再生協議会が軸となって進める必要があるため、市はこの事業の推進を図るものである。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

国内において需要に見合った米の生産を行うことは、収益性の高い水田農業経営にとって不可欠である。本市においても
都市近郊農業に合った取り組みを進めることが必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生産数量目標に向け、各農家組合を通じて各農家に事業内容

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の周知を実施。各農家への個別対応も含め、新規需要米への
□その他 　促進された 取り組みを推進し、需要に見合った米の生産を増進し需給の

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 改善を図ることが求められる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
93 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係団体と共に経営所得安定対策を推進した結果、取組面積が増加した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 93 155
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,798 △18,424 20,944 84.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

災害ゴミの撤去量が当初見込みより少なかったため。

△289.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 飼料用米に取り組む農業者が当初見込みを上回ったこと

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 及び災害復旧費を当初見込んでいなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.24

% 10万円 0.44 183.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
主食用米の販売価格が安定していることから、新規需要米に取り組む人数・面積の進捗状況が一時期に比べ伸びていないため、今後も引き続き
新規需要米への推進活動を行い、収益性の高い安定した水田農業経営の確立に向けて活動を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 216 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 水田農業構造改革対策事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市農業再生協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,467 千円 (うち人件費 3,696 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,798 千円 (うち人件費 3,696 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用



経営改善計画」の認定を受けた認定農業者の設備投資に対
施策目的・

(2)目的 ブランド化や加工品の開発、ネット販売や詰合せ販売など消費者ニーズに応えた販売方法の導入、大学や商 事業目的 する補助を行い、我孫子市農業を維持発展させるための担い手農家を育成する。
展開方向

工業者、ＮＰＯ等とも連携した事業の展開など、農業の付加価値を高めるためのさまざまな取り組みを支援
農業経営基盤強化促進法に基づき、市長が「農業経営改善計画」の認定をした農家（認定農業者）が、当該 ４～３月　施設整備事業補助金交付申請、交付決定、交付事務
計画に基づく設備投資を行う場合に補助金を交付する。 （対象　８人予定）
補助金は当該改善計画の事業経費の１／５以内（上限設定） 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

認定農業者数 想定値 44当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 42

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定農業者を増やす 直接 認定農業者数 人 42 44

令和 2年度 認定農業者が増えている 直接 認定農業者数 人 47

令和 3年度 認定農業者が増えている 直接 認定農業者数 人 48

認定農業者を育成するためには規模拡大を志向する認定農業者への農地集積支援、有利かつ安定的な販路の確保、農業経営に希
(7)事業実施上の課題と対応 望のもてる後継者の育成等、補助事業と併せその意欲をサポートすべく効果的な施策展開が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認定農業者施設整備事業費補助金 4,000 認定農業者施設整備事業費補助金 4,000 2,790 認定農業者施設整備事業費補助金 4,000 認定農業者施設整備事業費補助金 4,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,000 合　　計 4,000 2,790 合　　計 4,000 合　　計 4,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,000 4,000 2,790 4,000 4,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.14 0.14
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 1,232 1,232

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,520 7,520 6,310 5,232 5,232
(11)単位費用

179.05千円／人 170.91千円／人 150.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　市では、農業経営基盤強化促進法に基づき「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」を策定し、効果的かつ ●①事前確認での想定どおり
安定的な農業経営を育成することとしており、将来の地域農業を担う認定農業者の育成はその柱となるものです。しかし ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、近年の農産物自由化、価格の下落など、農業を取り巻く様々な環境の悪化から、農業経営を持続していくことが困難に ○要
   背景は？(事業の必要性) なり、担い手農家のなり手が生まれてこない状況です。上記構想による効率的かつ安定的な農業経営を育成するためには ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

、技術的支援・経営ノウハウ支援などと併せ、認定農業者が「農業経営改善」に基づき整備する施設設備について、積極 市内の担い手である認定農業者に対し当該補助事業を用いて支援を行なった。これにより認定農業者の農業経営の改善を
的な補助支援が求められています。 進めることができ、事業の有効性が確認できた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 当該補助金は、認定農業者がその認定を受けるにあたって作

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 成している農業経営改善計画に基づいた施設設備の整備を行
□その他 　促進された なう際に交付している。認定農業者の育成については、市が

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 主体となって関係機関と共に取り組むものであり、当該補助
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 金を活用することで、認定農業者が経営改善を進める上での ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 負担軽減が見込まれる。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
42 44 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

１件の新規認定に加え、認定期間の満了を迎える認定農業者が概ね再認定を取得
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 42 95.45

したことから、認定農業者の総数が同程度で推移しているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,520 0 6,310 83.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

補助申請予定の認定農業者が設備導入時期の見直しを行なったことで、
投入する事業費が当初見込みよりも少なくなったため。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 補助申請予定の認定農業者が設備導入時期の見直しを行

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 なったことで、投入する事業費が当初見込みよりも少な

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.59 くなり、目標値である認定農業者数についてもほぼ達成

人 10万円 0.67 113.56 できたため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、本市における次代の農業の担い手育成にあたり重要な事業であり、今後も継続して当事業を推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 217 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 認定農業者施設整備事業費補助事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,520 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22102 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生産者が意欲を持って農業経営に取り組めるよう、新品種・新品目・高品質栽培の導入などによる農産物の 農業経営基盤強化促進法に基づき市長から「農業



る淡水魚かい類の増殖率低下を防止すると共に、種苗放流により漁
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 獲量を増やす。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
淡水魚かい類の増殖率低下が懸念される手賀沼において、種苗放流を実施している漁業協同組合に対し、千 　漁協が実施する放流事業に対して、淡水魚かい類種苗放流事業補助金及び淡水魚増殖放流事業負担金の交
葉県栽培漁業振興総合対策事業補助金を活用しながら補助金、負担金を交付する。 付を実施する。

当該年度 ４～３月　補助金交付及び負担金支出事務処理
執行計画

(3)事業内容 内　　容

漁獲高（ｋｇ） 想定値 0当該年度
単位 kg

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ０kg 直接 漁獲高 ｋｇ 0 0

令和 2年度 ０kg 直接 漁獲高 ｋｇ 0

令和 3年度 ３０，０００kg 直接 漁獲高 ｋｇ 30,000

放流実績及び漁獲量実績の相関を精査し、適正な支援を行う。なお、東電原発事故に伴う放射能問題で、手賀沼内水面漁業の漁
(7)事業実施上の課題と対応 獲制限が課せられているため、県、漁協と連携して対策を講じていくことが求められる。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

淡水魚かい類種苗放流事業補助金 50 淡水魚かい類種苗放流事業補助金 50 50 淡水魚かい類種苗放流事業補助金 50 淡水魚かい類種苗放流事業補助金 50
淡水魚増殖放流事業負担金 50 淡水魚増殖放流事業負担金 50 0 淡水魚増殖放流事業負担金 50 淡水魚増殖放流事業負担金 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 50 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 20 ％ 20 補助率 21 ％ 21 21 補助率 21 ％ 21 補助率 21 ％ 21
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 80 79 29 79 79

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.07 0.07
正職員人件費 440 440 440 616 616

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 540 540 490 716 716
(11)単位費用

0千円／kg 0千円／kg 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本事業の実施にあたっては「千葉県栽培漁業振興総合対策事業」の適用を受けているが、この事業の趣旨は、収益の上が ●①事前確認での想定どおり
りにくい内水面漁業において、生産性の向上並びに漁民所得の増大を図るため必要な経費を助成することである。本事業 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の趣旨は漁業の活性化を図るため、経営基盤の強化を図ることであり、県の補助制度を活用し市が補助を行うことにより ○要
   背景は？(事業の必要性) 事業の効果が最大限発揮される。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

内水面漁場管理委員会指示による種苗放流指示量が平成２５年度から減量されたことにより、手賀沼で種苗放流を実施し
ている漁業協同組合による当該年度の種苗放流量が大幅に減少し、当年度についてもその状態が継続している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県の補助制度を活用し、種苗放流事業を支援することで

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 手賀沼の淡水魚かい類の増殖率低下防止の一助となった。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼に稚魚を放流することにより、魚体数の維持に努めて 漁業権対象魚のうち、手賀沼に従来から生息する魚類である ●①想定どおり
□②生き物と共存している いる。 へら鮒を選定した放流に支援を行なった。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｋｇ) 目標値(b)(ｋｇ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｋｇ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

放射能の影響により本年度は漁業活動を自粛しており、漁獲量がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 540 0 490 90.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 放射能の影響により本年度は漁業活動を自粛しており、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 漁獲量がなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

ｋｇ 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
淡水魚かい類の増殖率低下を防止するためには、事業の継続が必要であることから、現状どおりに推進する。なお、国による出荷制限等により
漁獲制限を受けているもとで、種苗放流のあり方を含めて、今後県と連携し支援方法を検討する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 218 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 淡水魚かい類種苗放流事業への支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 漁業協同組合 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 540 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 漁場の減少や水質汚濁などの諸要因によ



線排水路を適正に維持管理することにより、水害による農地・農作物被害を防止し、農業経
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 営の安定化を図る。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
〇農業用排水施設としての排水機場及び幹線排水路を適正に維持管理する。維持管理は、土地改良区・千葉 ４月：各排水機場維持管理業務委託契約及び災害復旧事業負担協定書締結
県と連携して実施する。 ３月までに委託料及び維持管理負担金等支払い
　排水機場名：新布湖、新我湖、手賀第三、相島、我湖、布湖、利根・新利根・青山 当該年度
　幹線排水路名：布湖幹線排水路 執行計画

(3)事業内容 内　　容 〇令和元年台風１９号に伴う利根川の増水により青山排水機場のポンプが破損し修繕が必要となったため、
柏市が事業主体となり令和元年度から令和４年度の４年間で修繕を行うこととなった。国の農林水産業施設
災害復旧事業費補助金を活用して実施することになるが、補助対象外経費は、管理運用協定書に基づく負担 負担金支出率 想定値 100当該年度
（我孫子市４６％）が必要となることから令和元年度から令和４年度までの継続費を設定し実施する。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100  

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設を適正に管理する 直接 負担金支出率 ％ 100 100

令和 2年度 施設を適正に管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

令和 3年度 施設を適正に管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

土地改良区、県農業事務所等と連携し、施設の適切な管理運営を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 災害復旧事業においては、事業主体が柏市のため、事業の進捗等協議を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水機場維持管理委託料 18,690 排水機場維持管理委託料 16,840 16,840 排水機場維持管理委託料 16,840 排水機場維持管理委託料 16,840
布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 9,760 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 10,030 10,030 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 9,760 布湖工区幹線排水路等維持管理負担金 9,760
利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 13,480 13,297 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880 利根・新利根・青山排水機場維持管理負 12,880
手賀沼排水機場維持管理負担金 2,653 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,980 2,881 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,653 手賀沼排水機場維持管理負担金 2,653
第三排水機場維持管理負担金 18,036 第三排水機場維持管理負担金 18,409 18,286 第三排水機場維持管理負担金 18,409 第三排水機場維持管理負担金 18,409
我湖・相島排水機場維持管理負担金 8,934 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,454 8,233 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,454 我湖・相島排水機場維持管理負担金 9,454

青山排水機場災害復旧事業負担金 75,417 0 青山排水機場災害復旧事業負担金 28,083 青山排水機場災害復旧事業負担金 805
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 70,953 合　　計 146,610 69,567 合　　計 98,079 合　　計 70,801
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 63,000 0 充当率 0 ％ 21,800 充当率 0 ％ 600

(9)財源内訳
一般財源 70,953 83,610 69,567 76,279 70,201

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.06 0.06
正職員人件費 704 704 704 528 528

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 71,657 147,314 70,271 98,607 71,329
(11)単位費用

716.57千円／％ 1,473.14千円／％ 702.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　農業用排水施設（排水機場や排水路）は、農地・農作物の水害対策のみでなく、都市排水対策として極めて重要な機能 ●①事前確認での想定どおり
を有している。台風や大雨により利根川が増水した際の内水排除のため、農業用排水施設の継続的で適正な維持管理及び ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 修繕が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設の適切な維持管理が行われることで、農地の湛水や都市の水害を未然に防止することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 排水機場及び農業用水路を適切に維持管理することにより、

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 水害による農地や農作物の被害を無くし、農業経営の安定化
□その他 　促進された を図ることができる。また、都市化の水害対策に寄与する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・施設も機能に支障が生じていないか 排水施設の適切な維持管理を図った ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・水路の草刈り、浚渫等 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ・水路沿い等の景観作物の植え付け

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

土地改良区と連携し、施設の適切な維持管理を行うことができたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 147,314 △75,657 70,271 47.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

災害復旧工事において４年間の継続費を設定したことから令和元年度の
支出がなかったため。

△105.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 台風１９号の影響により、青山排水機場が浸水し、機器

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 等が故障したことにより災害復旧工事（事業主体：柏市

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07 、令和元年から４年間の継続費）を実施することにより

％ 10万円 0.14 200 事業費が増加したため。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
農業用排水路は、農地と都市の水害を防ぐうえで重要な機能を有していることから、今後も施設の適切な維持管理が必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 222 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土地改良事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業用排水施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 71,027 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 147,314 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 排水機場及び幹



農作業の安全・効率化を図るとともに農業施設が持つ多面的機能の維持保全を図る。
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
農道は、農業者以外の市民も利用する施設となっている。この農道を管理する土地改良区が実施する敷砂利 ３月まで　農道整備工事負担金の支払い
、不陸整正等の整備工事に係る経費を負担する。
（利根土地改良区区域、手賀沼土地改良区区域） 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

負担金支出率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農道を適正に維持管理する 直接 負担金支出率 ％ 100 100

令和 2年度 農道が適正に維持管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

令和 3年度 農道が適正に維持管理されている 直接 負担金支出率 ％ 100

農道については、一般車両も通行しているため損壊等が多く、その損壊等に対応して継続的に整備する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農道整備工事負担金 6,313 農道整備工事負担金 6,313 6,300 農道整備工事負担金 6,313 農道整備工事負担金 6,313

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,313 合　　計 6,313 6,300 合　　計 6,313 合　　計 6,313
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,313 6,313 6,300 6,313 6,313

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.07 0.07 0.05 0.05
正職員人件費 616 616 616 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,929 6,929 6,916 6,753 6,753
(11)単位費用

69.29千円／％ 69.29千円／％ 69.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　土地改良事業により整備された農業用の道路は、関係土地改良区により維持管理されているが、農業用道路であっても ●①事前確認での想定どおり
一般車両が多く乗り入れ利用されているのが実情である。このため、道路は破損し、収穫した野菜などの荷痛みの原因に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ もなっている。また、農作業効率も悪くなっている。よって、農道の敷砂利、不陸整正など簡易な整備にかかる経費の一 ○要
   背景は？(事業の必要性) 部を負担し、関係土地改良区と連携しその維持保全を図っていくことが必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農道の適切な整備により、効率的な農作物の維持が図られた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 適切な農道整備の実施により、効率的な農作物の維持の向上

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に貢献した。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農道の砂利の補充及び整備 農道の草刈り、砂利引き補修等の整備を実施。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係土地改良区との連携により、破損した箇所の整備が速やかに行われた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,929 0 6,916 99.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.44

％ 10万円 1.45 100.69

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
土地改良事業により整備された農業用の道路は、関係土地改良区により維持管理されているが、農業用道路であっても一般車両が多く乗り入れ
ているため、道路は破損し、収穫した野菜等の荷傷みの原因になっているため、引き続き維持管理者と連携して維持保全を行う必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 223 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土地改良事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農道整備 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 手賀沼土地改良区・利根土地改良区 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,929 千円 (うち人件費 616 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 農道の整備により、



経営の育成や農業生産の拡大・近代化等を図るために融資を受けた農業者に対し、借入金にか
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 かる利子補給を行う。雪害被害者の経営再建のための利子補給を行います。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
〇農業経営支援として、以下の資金借入れにかかる利子補給を行う。 ４～３月　資金借入にかかる手続き支援、申請処理等の事務
　①市の農業振興資金融資条例に基く資金借入れにかかる利子補給 ４～３月　被災農業被害者への助成
　②国のスーパーＬ資金の借入れにかかる利子補給 当該年度 ３月まで　資金を貸付けた融資機関に対し利子補給金を交付
　③同農業近代化資金の借入れにかかる利子補給 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　④被災農業者向け利子補給
〇被災農業者を支援するため、農業者等が農産物の生産加工に必要な施設の再建・修繕等をする経費につい
て強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型）を活用し、また、再建・修繕にわせて補強 利子補給件数/申込件数 想定値 100当該年度
をする場合は、強い農業・担い手づくり総合支援交付金（担い手育成支援タイプ）を活用し助成を行う。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生産施設設備等の維持・拡充による農業経営の安定化及び近代化が図られる 直接 利子補給件数/申込件数 ％ 0 100

令和 2年度 生産施設設備等の維持・拡充による農業経営の安定化及び近代化が図られている 直接 利子補給件数/申込件数 ％ 100

令和 3年度 生産施設設備等の維持・拡充による農業経営の安定化及び近代化が図られている 直接 利子補給件数/申込件数 ％ 100

農業経営の現状を維持するだけでも農業用機械は不可欠である。また、農業経営の規模拡大や近代化を図る上では機械や施設設
(7)事業実施上の課題と対応 備への投資は欠かせない。今後も農業振興を図っていくために利子補給及び支援が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

また、平成２６年２月８日及び同年同月１５日の大雪による被災農業者への支援を行うため、利子補給が必要である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農業振興資金利子補給 135 農業振興資金利子補給 47 5 農業振興資金利子補給 47 農業振興資金利子補給 47
スーパーＬ資金利子補給 19 スーパーＬ資金利子補給 16 16 スーパーＬ資金利子補給 16 スーパーＬ資金利子補給 16
農業近代化資金 1 農業近代化資金 1 0 農業近代化資金 1 農業近代化資金 1
農業災害対策利子補給金 4 農業災害対策利子補給金 2 2 農業災害対策利子補給金 2 農業災害対策利子補給金 2

強い農業・担い手づくり総合支援交付
金（被災農業者支援型） 32,310 0
強い農業・担い手づくり総合支援交付

実施内容 金（担い手育成支援タイプ） 14,000 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 159 合　　計 46,376 23 合　　計 66 合　　計 66
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 18 補助率 50 ％ 33,870 8 補助率 50 ％ 8 補助率 50 ％ 8
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 141 12,506 15 58 58

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.09 0.09 0.09 0.04 0.04
正職員人件費 792 792 792 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 951 47,168 815 418 418
(11)単位費用

9.51千円／％ 471.68千円／％ 8.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

意欲と能力を持って農業を営む農家に対し、農業経営の展開を図るのに必要な資金の利子補給が必要である。また、資金 ●①事前確認での想定どおり
を融通することで、経営規模の拡大や経営改善が図られ農業経営の育成に結びつく。平成２６年２月の大雪で被災した農 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 家を支援するため、災害対策資金についての利子補給を行う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経営規模の拡大や経営改善を図ろうとする農業者に対し、資金調整を行う上での利子補給制度は効果的であり、継続的に
行っていく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業振興資金、スーパーＬ資金等の融資を受けた農業者に対

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 し利子補給を行う。利子補給を通じて、資金融資を受けた農
□その他 　促進された 業者の経営規模の拡大や経営改善・育成を図るものであり、

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 農業振興にとって重要な事業である。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

融資機関と連携し、利子補給案件について適切に審査を実施し、事業運用を行え
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 47,168 △46,217 815 1.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初予定していた被災農業者支援対策費の支出が翌年度繰り越しとなっ
たため。

△4,859.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初予定していた被災農業者支援対策費の支出が翌年度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 繰り越しとなったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

％ 10万円 12.27 5,842.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、経営規模の拡大や経営改善のために融資を受けた農業者に対して利子補給を行うことで、農業者の負担を軽減し、その育成に大きな
効果があるため、今後も継続して推進していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 225 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 農業近代化施設・設備の整備支援 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業資金利子補給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 858 千円 (うち人件費 792 千円）⑦事業費
総事業費 815 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 47,168 千円 (うち人件費 792 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 安定的な農業



体験の場を確保・提供するとともに、新規就農計画者の栽培技術等を習得するための支援
施策目的・

(2)目的 民農園や農家開設型ふれあい体験農園などの農業体験の場の提供を進めます。また、農業拠点施設を活用し 事業目的 の場を提供する。
展開方向

、農業まつりなどの生産者との交流の機会や農業に関するさまざまな情報を積極的に提供します。
年間を通じた市民農園の維持管理と運営 ４月　　　　：農園管理委託契約
・農園管理（区画の耕運、除草作業、農事相談等）及び施設管理（浄化槽の保守点検・トイレ清掃） 通年：圃場管理（除草作業等）、樹木管理
・農園利用者の募集、利用者決定、利用契約、利用料の徴収など 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

市民農園利用区画数 想定値 120当該年度
単位 区画

活動結果指標 実績値 109

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用区画数を増やす 直接 市民農園利用区画数 区画 113 120

令和 2年度 市民・就農計画者により全ての区画が適正に利用されている 直接 市民農園利用区画数 区画 120

令和 3年度 市民・就農計画者により全ての区画が適正に利用されている 直接 市民農園利用区画数 区画 120

日秀新田市民農園について、利用しやすい農園づくり・新規就農者支援活用が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・光熱水費及び施設修繕等維持・保全 134 ・光熱水費及び施設修繕等維持・保全 32 21 ・光熱水費及び施設修繕等維持・保全 32 ・光熱水費及び施設修繕等維持・保全 32
・市民農園用地及び施設の適切な管理 1,755 ・市民農園用地及び施設の適切な管理 1,467 1,438 ・市民農園用地及び施設の適切な管理 1,467 ・市民農園用地及び施設の適切な管理 1,467
・高野山ふれあい市民農園跡地賃借料 1,260 ・手賀沼土地改良区賦課金 55 55 ・手賀沼土地改良区賦課金 55 ・手賀沼土地改良区賦課金 55
・手賀沼土地改良区賦課金 55 ・燃料費 2 0 ・燃料費 2 ・燃料費 2
・燃料費 5 ・消耗品費 6 2 ・消耗品費 6 ・消耗品費 6
・消耗品費 51
・高野山ふれあい市民農園跡地維持管理 1,600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,860 合　　計 1,562 1,516 合　　計 1,562 合　　計 1,562
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,897 599 571 599 599

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 963 □特会 ■受益 □基金 □その他 963 945 □特会 ■受益 □基金 □その他 963 □特会 ■受益 □基金 □その他 963
換算人数(人) 0.22 0.22 0.22 0.24 0.24
正職員人件費 1,936 1,936 1,936 2,112 2,112

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,796 3,498 3,452 3,674 3,674
(11)単位費用

59.1千円／区画 29.15千円／区画 31.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市住民の高齢化の進展や住民意識の多様化に伴って、健康づくり、生きがい、レクレーション、さらには教育の場とし ●①事前確認での想定どおり
て「自然とのふれあい」の要求が高まっている。農業体験のニーズも同様で、庭の一部を活用したり空き地を借りて野菜 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 作りを行う市民が増えている。そういった中で、利用者が等しく、快適で安心して野菜づくりが体験できる活動環境を備 ○要
   背景は？(事業の必要性) えた市民農園が求められている。また、新しいタイプの新規就農支援機能を有した市民農園（日秀新田）では、市民の農 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

業体験の機会提供とともに、新規就農者育成を進めていくことが必要である。 市民農園は、都市住民にとって健康づくりや生きがい、レクリエーション、さらには教育の場として重要な機能を有して
おり、引き続き事業を継続していく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業者組織に管理委託を行なうことで、適切な施設管理や残

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 菜処理とともに、農事相談等も実施し、野菜作りを通じた農
□その他 　促進された 業体験の場を提供することができた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民農園の管理には農業者組織が参画しており、農事相談等 通常の農園管理に加え、管理委託先の農業者組織と協力し、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 利用者との交流も行なっている。 農園利用者（市民）向けのイベントを企画・実行した。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 市民農園周辺の環境と調和している。 日秀新田市民農園周辺の水田との調和を考慮し、雑草の管理 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 等の適切に維持管理を行なった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(区画) 目標値(b)(区画) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(区画) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
113 120 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日秀新田市民農園の利用者数が目標値と同程度で推移しているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 109 90.83
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,498 3,298 3,452 98.68
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

48.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.43

区画 10万円 3.16 92.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日秀新田市民農園は市民の健康づくり等の場として重要な機能を有しているため、引き続き当該事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 229 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 農業者と消費者の交流促進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 市民農園維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 6年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,498 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22202 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの人が、生産者と身近な場で交流し、農業に親しみ、農業を楽しみ、農業を育むことができるよう、市 市民に身近な農業



、市 市民にとって身近な農業体験の場を市内各所に確保することを可能にするとともに、多面的機能を持つ良好
施策目的・

(2)目的 民農園や農家開設型ふれあい体験農園などの農業体験の場の提供を進めます。また、農業拠点施設を活用し 事業目的 な農地の遊休化、荒廃化の防止を図る。また、農地の有効利用による農家経営の新たな展開を支援する。
展開方向

、農業まつりなどの生産者との交流の機会や農業に関するさまざまな情報を積極的に提供します。
農家自身が開設する市民農園事業に対し、補助金を交付することにより、我孫子市市民農園整備計画に基づ 当該年度執行計画
く農業体験型市民農園の整備を推進する。 4月～12月：開設農家及び開設場所の選定、補助金手続き等協議

当該年度 1月：開設指導、利用者の募集広報支援
執行計画 3月：利用者説明会、契約事務支援など

(3)事業内容 内　　容 3月：補助金交付

農園利用者数 想定値 560当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 504

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ５５０人が農園利用している 間接 農園利用者数 人 550 560

令和 2年度 ６００人が農園利用している 間接 農園利用者数 人 600

令和 3年度 ６３０人が農園利用している 間接 農園利用者数 人 630

住宅地に近接する農園に利用者が集中するため、湖北以東など他地域の農園利用のＰＲが必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施設整備補助金 500 施設整備補助金 500 0 施設整備補助金 500 施設整備補助金 500
維持管理助成金 550 維持管理助成金 550 482 維持管理助成金 550 維持管理助成金 550

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,050 合　　計 1,050 482 合　　計 1,050 合　　計 1,050
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,050 1,050 482 1,050 1,050

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.16 0.16 0.17 0.17
正職員人件費 1,408 1,408 1,408 1,496 1,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,458 2,458 1,890 2,546 2,546
(11)単位費用

4.39千円／人 4.39千円／人 3.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農家開設型の市民農園は、身近な農業体験の場を市内各所に確保することを可能にするだけではなく、農家が「事業主体 ●①事前確認での想定どおり
」となり、従前耕作に供していた農地をそのまま利用できるため、市直営で整備する市民農園に比べ費用効果の面でもメ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ リットがあり、市民・農家・行政それぞれにとって有効な施策である。今後の市民農園整備事業の中心に据えるものであ ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

身近な農業体験の場を市内各所に確保することができ、多面的機能を持つ農地の遊休化や荒廃の防止にも寄与する事業で
ある。また、農地の有効活用による新たな農業経営への支援でもあり、有効な施策である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業従事者の高齢化・後継者不足等により遊休農地が増える

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 中で、解決策の一つとして農家開設型ふれあい農園を支援し
□その他 　促進された ている。市は開設整備費の助成・管理費の支援等を行なって

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した いる。これにより、農業体験の場を市内各所に確保でき、農
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 地の遊休化防止等にも寄与している。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 農園の開設、維持管理、運営については、市民（農家）自ら 開設希望者と農園整備計画についての相談受付を行なった。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り が行ない、市民同士の交流も促進されている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 農地を活用しながら、市民が自然環境にふれあえる農園にな 有機肥料・減農薬野菜の作り方等について資料を整理し、希 ●①想定どおり
□②生き物と共存している るように開設案内を行なっている。 望者に配布できる準備を行なった。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
550 560 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年に引き続き、大幅な利用者の増減がなく、同程度で推移しているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 504 90
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,458 0 1,890 76.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

本年度は新規開設に係る施設整備の助成について支出が無かったことで
、事業費が少なくなったため。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新規開設に係る施設整備の助成について支出が無かった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ことで、事業費が少なくなったが、利用者数は目標値を

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.78 ほぼ達成したため。

人 10万円 26.67 117.08

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民が身近で農業を体験できる場を多く確保するために、今後も引き続き農家開設型ふれあい農園の新規開設・維持管理に関する支援を行なっ
ていくことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 231 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 農業者と消費者の交流促進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農家開設型ふれあい農園事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 農園開設運営者 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,458 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22202 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの人が、生産者と身近な場で交流し、農業に親しみ、農業を楽しみ、農業を育むことができるよう



て、観光振興施策 「あびこ型都市農業」の確立に向けたしくみづくりを先導的に推進し、我孫子らしさである自然環境に調和
施策目的・

(2)目的 や環境啓発施策、農業拠点施設におけるさまざまな事業との連携による活用を図るとともに、農地を耕作す 事業目的 した農業を推進するため、手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用を図る事業者に対し、事業及び経費支
展開方向

る農業者への支援を行い、手賀沼や斜面林等と一体となった豊かな自然環境を保全していきます。 援行うもの｡
　手賀沼沿い農地活用計画に位置付けられた地区の農地の活用を支援する。あわせて、農地条件の改良を支 　手賀沼沿い農地活用計画をもとに以下の事業に対して支援を実施する。
援する。 １農地の積極的活用への支援　・景観作物栽培事業　・観光農園事業　・果樹栽培事業（４～３月）

当該年度 ２農地の保全・維持管理（農業経営の継続）への支援　・農用地等賃借事業　・農業経営基盤設備整備事業
執行計画 　・農地保全事業　・用水・排水の維持管理事業（４～３月）

(3)事業内容 内　　容 ３手賀沼沿い農地用排水対策事業（９～３月）
４高野山新田地区内における景観作物試験栽培（４月～３月）
手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 想定値 302,000当該年度

単位 ㎡
活動結果指標 実績値 299,982

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援する 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 301,227 302,000

令和 2年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援している 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 312,000

令和 3年度 手賀沼沿い農地活用計画に基づいた農地活用を支援している 直接 手賀沼沿い農地活用計画に沿った農地活用面積 ㎡ 322,000

手賀沼沿い地区にかかわる農家との調整が必要である｡また、手賀沼沿い農地活用計画への農業者の理解が重要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業 手賀沼沿い農地活用計画支援事業
農地の積極的活用への支援 消耗品費 62 62 消耗品費 62 消耗品費 62
景観作物 3,611 燃料費・光熱水費 58 45 燃料費・光熱水費 58 燃料費・光熱水費 58
観光農園 577 農業用機械バロネス修繕料 185 185 農業用機械バロネス修繕料 185 農業用機械バロネス修繕料 185
ゲートスポット電気料 53 市民農園跡地施設修繕料 10 0 市民農園跡地施設修繕料 10 市民農園跡地施設修繕料 10
農地の保全・維持管理への支援 農作業用損害保険料 4 3 農作業用損害保険料 4 農作業用損害保険料 4
農用地等賃借事業 687 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67 67 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67 市民農園跡地浄化槽管理業務委託料 67

実施内容 農業経営基盤設備整備事業 4,701 市民農園跡地清掃委託料 284 284 市民農園跡地清掃委託料 284 市民農園跡地清掃委託料 284
農地保全事業 3,836 ＊ 樹木管理委託料 273 268 樹木管理委託料 273 樹木管理委託料 273

(8)施行事項
費　　用 用水・排水の維持管理事業 1,024 ゲートスポット維持管理業務委託料 141 141 ゲートスポット維持管理業務委託料 141 ゲートスポット維持管理業務委託料 141

農業用機械バロネス修繕料 185 市民農園跡地管理業務委託料 1,900 1,900 市民農園跡地管理業務委託料 1,900 市民農園跡地管理業務委託料 1,900
農作業用損害保険料 4 ゲートスポット借地料 1,370 1,370 ゲートスポット借地料 1,370 ゲートスポット借地料 1,370
ゲートスポット維持管理業務委託料 140 ＊ 用排水施設等整備工事（根戸新田） 31,500 0 積算システム保守 308 積算システム保守 308
ゲートスポット借地料 1,370 積算システム保守 308 308 積算システム使用料 99 積算システム使用料 99

＊ 用排水施設等整備工事（根戸新田） 23,544 積算システム使用料 99 99 千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 25 千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 25
積算システム保守 303 千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 25 23 市民農園跡地土地賃借料 1,224 市民農園跡地土地賃借料 1,224
積算システム使用料 98 市民農園跡地土地賃借料 1,224 1,224 手賀沼沿い農地活用支援補助金 11,411 手賀沼沿い農地活用支援補助金 11,411
千葉県土地改良事業団体連合会賦課金 29 手賀沼沿い農地活用支援補助金 11,411 11,237 ＊ 高野山新田地区整備実施設計 4,000 ＊ 高野山新田地区整備実施工事 40,000

＊ 排水施設整備実施設計（岡発戸新田） 2,500 ＊ 排水施設整備工事（岡発戸新田） 4,000

予算(決算)額 合　　計 40,162 合　　計 48,921 17,216 合　　計 23,921 合　　計 61,421
国庫支出金 補助率 50 ％ 10,200 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 2,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 11,775 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 7,600 充当率 75 ％ 11,400 0 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 1,500

(9)財源内訳
一般財源 22,355 25,741 17,216 23,916 57,916

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 7 □特会 ■受益 □基金 □その他 5 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 5 □特会 ■受益 □基金 □その他 5
換算人数(人) 1.22 1.22 1.22 1.2 1.2
正職員人件費 10,736 10,736 10,736 10,560 10,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 50,898 59,657 27,952 34,481 71,981
(11)単位費用

0.17千円／㎡ 0.2千円／㎡ 0.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼沿い農地活用計画は、農業者が主体的に農地活用に取組み、そこに都市住民が参画することにより農を共有し、都 ●①事前確認での想定どおり
市と農業が共生するなかで、新たな農業形態を構築するものである｡計画実現のためには先ず、農業者が農地活用に取り ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 組める環境を整えることが大切であり、この農地活用へのきっかけや動機づくりとして事業支援と事業費支援は不可欠な ○要
   背景は？(事業の必要性) ものである｡特に農地活用に当たっての事業費支援は、経営面での安心感がもたらす新たな取組みへの動機や意欲が見込 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

めることから、手賀沼沿い農地活用計画を推進する上でで効果的な施策である｡ 手賀沼沿い農地活用計画に基づき、農地活用に取り組んだ農業者等に対して支援を行うことで、農地の保全・活用を促進
することができた。また、排水対策工事を実施し、排水不良農地の改善が図られた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業者・農業関係団体が実施した事業に対して、我孫子市手

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 賀沼沿い農用地等活用事業補助金交付要綱に基づいて支援を
□その他 　促進された 行うことで、農地の保全・活用の一助となった。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 計画策定時から各地区で農家懇談会を開催している。 NPO法人トラスト、手賀沼ファーム、花農場沼っぺり等の農 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 業科系団体と協議の上、当該団体が実施する事業の支援を行 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている ・農地保全活動 農地保全事業（水田の水稲栽培活用等）及び化学肥料に頼ら ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・景観作物の栽培 ない景観作物栽培（レンゲ栽培等）に対し支援を行った。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(㎡) 目標値(b)(㎡) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(㎡) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
301,227 302,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農業者が補助制度を利用し、農地の保全活用に取り組んでもらえるよう誘導する
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 299,982 99.33

ことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 59,657 △8,759 27,952 46.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

手賀沼沿い農地排水対策工事が台風の影響により年度内完了が困難とな
り繰越したため。

△17.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 手賀沼沿い農地排水対策工事が台風の影響により年度内

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 完了が困難となり繰越したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 506.23

㎡ 10万円 1,073.2 212

３．事後評価

●現状どおり

様

推進 ○拡充 ○縮小 ○結

式

合 ○休止 ○廃止 ○事業

第

手法見直し ○その他(

３

事業完了など)

評
　
価

号

評価コメント 改善策及

事

び展開方向
今後も手賀

務

沼沿い農地活用計画に

事

基づき、農地の保全活

業

用と農業者支援を進め

評

、我孫子市手賀沼沿い

価

農用地等活用事業補助

表

金交付要綱に基づく
支

（

援の継続及び排水対策

平

維持工事を実施してい

成

く。

31年度）

事業コード 232 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼沿い農業者への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 手賀沼沿い農地の保全活用と農業者支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 農地活用計画者 ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 59,657 千円 (うち人件費 10,736 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22203 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼沿いの根戸新田地区、高野山新田・我孫子新田地区・岡発戸新田地区の農地につい



を増加させる役割を担う農業拠 あびこ型「地産地消」推進協議会の構成員として、「地産地消」事業を推進する。
施策目的・

(2)目的 点施設を整備し、消費者ニーズに対応した安全・安心な農産物を供給します。また、食育を推進するため、 事業目的
展開方向

学校給食などへの地元農産物の供給や、食と農に関する情報提供・人材育成などに積極的に取り組みます。
あびこ型「地産地消」推進協議会の構成員として以下の事業経費を負担し、「地産地消」事業を推進する。 ４～３月　協議会構成員として、販路拡大・食育交流事業、援農ボランティア事業、エコ農産物普及推進事
・同協議会事業経費（事業運営費・事務所運営費・会議運営費等） 業、学校給食地場農産物供給事業、会報発行等広報ＰＲ事業、新規就農者のサポート等を行う。

当該年度 ５月：協議会総会、協議会負担金支払い
執行計画

(3)事業内容 内　　容

あびこ型「地産地消」推進協議会の会員数 想定値 160当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 153

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 あびこ型「地産地消」推進協議会の事業の充実 直接 あびこ型「地産地消」推進協議会の会員数 人 152 160

令和 2年度 あびこ型「地産地消」推進協議会の事業が充実している 直接 あびこ型「地産地消」推進協議会の会員数 人 170

令和 3年度 あびこ型「地産地消」推進協議会の事業が充実している 直接 あびこ型「地産地消」推進協議会の会員数 人 180

事業の充実、連携力の強化
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

あびこ型「地産地消」推進協議会負担金 2,400 あびこ型「地産地消」推進協議会負担金 3,200 3,200 あびこ型「地産地消」推進協議会負担金 3,200 あびこ型「地産地消」推進協議会負担金 3,200
・販路拡大・食育交流費、 ・販路拡大・食育交流費、 ・販路拡大・食育交流費、 ・販路拡大・食育交流費、
　援農ボランティア費、 　援農ボランティア費、 　援農ボランティア費、 　援農ボランティア費、
　学校給食支援費、 　学校給食支援費、 　学校給食支援費、 　学校給食支援費、
　直売所情報維持管理、事務員人件費 　直売所情報維持管理、事務員人件費 　直売所情報維持管理、事務員人件費 　直売所情報維持管理、事務員人件費
　など 　など 　など 　など

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,400 合　　計 3,200 3,200 合　　計 3,200 合　　計 3,200
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,400 3,200 3,200 3,200 3,200

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.51 0.41 0.41 0.51 0.51
正職員人件費 4,488 3,608 3,608 4,488 4,488

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,888 6,808 6,808 7,688 7,688
(11)単位費用

32.8千円／人 42.55千円／人 44.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消費者・市民、農家、市及びＪＡちば東葛が構成員として協働し、あびこ型「地産地消」推進協議会で栽培支援、即売実 ●①事前確認での想定どおり
践、料理講習会、農家と消費者の交流会などに取り組んできた。これら協働実践を通して、農家や市民の中に着実に「地 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 産地消」への理解と期待が広がってきている。事務所の開設により情報の受発信機能を担う活動拠点を備えたが、「地産 ○要
   背景は？(事業の必要性) 地消」事業を効果的に推進していくためには、市民・農家・ちば東葛農業協同組合と市が動輪となる連携・協働を更に続 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ける必要がある。また、協議会の趣旨を理解してもらい会員数を増加させ、事業の充実を図る。 学校給食への地元食材の供給、援農ボランティア活動、我孫子産農産物を使用した料理教室等、積極的に取り組み地産地
消の推進に寄与した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 協議会が市の負担金を活用し、学校給食への地元食材の供給

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、援農ボランティア活動、我孫子産農産物を使用した料理教
□その他 　促進された 室等に積極的に取り組んだことで、地産地消の推進や消費者

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の農業への理解が深まることに繋がった。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り あびこ型「地産地消」推進協議会の事業のなかで市民と協働 ちびっ子餅つき大会や採って食べよう等の開催を通じて、消 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り していく。 費者と農家の交流や農家への理解が深まった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境保全型農業の普及と定着に取り組んでいる。 環境保全型農業を支援する援農ボランティア活動に取り組ん ●①想定どおり
□②生き物と共存している だ。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
152 160 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

達成率100％には届かなかったが、援農ボランティアを中心に会員が微増したた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 153 95.63

め。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,808 80 6,808 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.35

人 10万円 2.25 95.74

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民、農家、ＪＡ、行政といったさまざまな主体が連携、協働した活動を展開し、「地産地消」や「食育」の推進に重要な事業とな
っていることから今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 233 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 農業者と消費者の交流促進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 あびこ型「地産地消」推進協議会の充実 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ あびこ型「地産地消」推進協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.41 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,808 千円 (うち人件費 3,608 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22201 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地元農産物を地域内で消費する地産地消を推進するとともに、市の交流人口



、市の交流人口を増加させる役割を担う農業拠 安全・安心な地元農産物の地域内流通システムの構築と、地産地消の推進をとおした農業者・消費者との交
施策目的・

(2)目的 点施設を整備し、消費者ニーズに対応した安全・安心な農産物を供給します。また、食育を推進するため、 事業目的 流や文化施設など地域資源との連携を図りながら、交流人口の拡大と地域活性化を図るため直売所・飲食施
展開方向

学校給食などへの地元農産物の供給や、食と農に関する情報提供・人材育成などに積極的に取り組みます。 設を併設した農業拠点施設の安定した運営を継続していく。
あびこ農産物直売所あびこん、旬菜厨房米舞亭の運営者の株式会社あびベジを支援し効果的な運営を目指す ４～３月
。安全・安心な農産物の栽培等の普及と情報の受発信機能を持ち、農業者に対する栽培履歴の作成指導等を ①農業拠点施設の周年祭（創業祭）の開催
はじめ、農業者同士の研さん・交流、消費者・市民との交流や食育推進等の機能を持つ農業拠点施設の運営 当該年度 ②農産物直売所あびこん・飲食施設「米舞亭」の運営を継続してサポート
を継続する。 執行計画 ③農業拠点施設の利便性向上のための追加整備

(3)事業内容 内　　容 ④我孫子産農産物の通年ＰＲ、農業まつり等イベントの開催

農業拠点施設設置に伴う直売所・飲食施設の利用者数 想定値 200,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 181,757

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農業拠点施設設置に伴う直売所・飲食施設利用者数 直接 農業拠点施設の年間延べ利用者数 人 184,218 200,000

令和 2年度 安心・安全で新鮮な農産物の販路拡大、環境保全型農業の推進、手賀沼文化拠点等との連携を図り交流人口が拡大している 直接 農業拠点施設の年間延べ利用者数 人 210,000

令和 3年度 安心・安全で新鮮な農産物の販路拡大、環境保全型農業の推進、手賀沼文化拠点等との連携を図り、さらなる交流人口が拡大さ 直接 農業拠点施設の年間延べ利用者数 人 220,000
れている
農業拠点施設設置に伴う経営の継続した安定化を支援する必要がある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

草刈委託料 182 指定管理者選考委員会委員報酬 56 46 指定管理者選考委員会委員報酬 28 指定管理者選考委員会委員報酬 28
直売所備品購入費 104 農業まつり負担金 200 200 農業まつり負担金 200 農業まつり負担金 200
農業まつり負担金 200 印刷製本費（地産地消推進店チラシ） 33 27 印刷製本費（地産地消推進店チラシ） 33 印刷製本費（地産地消推進店チラシ） 33
軽トラックの維持管理に係る諸費用 64 駐車場警備 368 368 駐車場警備 368 駐車場警備 368
印刷製本費（地産地消推進店ＰＲグッズ 87 学校給食コーディネーター業務委託料 2,095 2,095 学校給食コーディネーター業務委託料 2,095 学校給食コーディネーター業務委託料 2,095
指定管理者選考委員会委員報酬 28 ＮＨＫ放送受信料 16 15 ＮＨＫ放送受信料 16 ＮＨＫ放送受信料 16
ＮＨＫ放送受信料 15 軽トラックの維持管理に係る諸費用 162 158 軽トラックの維持管理に係る諸費用 162 軽トラックの維持管理に係る諸費用 162

実施内容 学校給食コーディネーター業務委託料 1,765 ＊ 手賀沼親水広場ドッグポール（２カ 303 281
駐車場警備 402 所）設置工事費

(8)施行事項
費　　用 パソコン処分手数料 17 オープンケース修理 316 316

予算(決算)額 合　　計 2,864 合　　計 3,549 3,506 合　　計 2,902 合　　計 2,902
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 151 140 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,864 3,398 3,366 2,902 2,902

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.99 0.99 0.99 0.99 0.99
正職員人件費 8,712 8,712 8,712 8,712 8,712

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,576 12,261 12,218 11,614 11,614
(11)単位費用

0.06千円／人 0.06千円／人 0.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農産物の品質並びに生産性の向上、経営の近代化などに取り組みながら、高齢化対策や後継者対策からも農家が意欲と希 ●①事前確認での想定どおり
望をもって農産物生産に取り組むことができる流通基盤づくりが必要である。市が提唱する「あびこ型都市農業」〔生産 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 地即消費地を生かした農業、「地産地消」事業〕の確立のため、農家と消費者がお互いに顔の見える中で、安全・安心・ ○要
   背景は？(事業の必要性) 新鮮な農産物を提供する場が必要である。また、農業技術の向上のための研修や農業者相互の交流と情報交換を行う場、 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業者と消費者との交流の場、手賀沼文化拠点施設との連携を図りながら交流人口の拡大を実現する施設として農業拠点 地産地消や食育の推進、交流人口の拡大等に向けて、指定管理者制度を活用し、農業拠点施設において地元農産物の販売
施設設置し安定した運営を継続する。 や加工品開発、農家と市民の交流イベント等の事業を展開した。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が農業振興を積極的に推進する必要があることから、市が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 指定管理者制度を活用し主導的に農業拠点施設の維持管理を
□その他 　促進された 行った。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 株式会社あびベジとあびこ型「地産地消」推進協議会との協 株式会社あびベジやあびこ型「地産地消」推進協議会と連携 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 力体制によって事業を展開する。 し、地元農産物の学校給食への供給や農家と市民の交流イベ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ント等を実施した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境保全型農業を推進し、エコ農産物の栽培、消費を広める ちばエコ農産物認証のサポートをはじめ、環境にやさしい農 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 。 業を推進した。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
184,218 200,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

10月を中心とした秋の利用者が台風や大雨の影響で平年に比べて激減した影響が
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 181,757 90.88

大きい。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,261 △685 12,218 99.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業拠点施設では、指定管理者制度を導入し独立採算制を採用している。

△5.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1,631.19

人 10万円 1,487.62 91.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地産地消の推進と交流人口の拡大を図るため、必要不可欠な事業となっていることから今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 234 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地元農産物の地域内流通システムの確立 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業拠点施設維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.99 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,945 千円 (うち人件費 8,712 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,261 千円 (うち人件費 8,712 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22201 重点２ ○有 ●無 (計画名) 農業振興地域整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地元農産物を地域内で消費する地産地消を推進するとともに



を維持する エコ農産物の生産活動を支援し、環境保全型農業を拡大する
施策目的・

(2)目的 ため、こうした機能について市民の理解を深めるとともに、生産者と連携しながら環境保全型農業の普及・ 事業目的
展開方向

促進を図り、環境にやさしい農業に取り組みます。また、エコ農産物の栽培・供給に取り組む農家を積極的
市内農業者でエコ農業（有機や特別栽培）を行っている農業者（経営体）及び今後志向する農業者（経営体 　４～３月　有機栽培等農家支援事業補助金交付事務
）に対し、補助を行う。 　４～３月　専門知識を有する嘱託職員によるエコ技術の指導、生産履歴の記入と管理の指導
・エコ農産物の認証手続きや、農薬・肥料の適正使用を支援するため生産履歴管理を支援する。 当該年度 　４～３月　ちばエコ農産物、あびこエコ農産物認証手続き支援事務

執行計画 　４～３月　我孫子市産農産物の残留農薬検査
(3)事業内容 内　　容 　４～３月　生産履歴システムの運用

有機栽培等農業に取り組む経営体数 想定値 51当該年度
単位 経営体

活動結果指標 実績値 46

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 有機栽培等農業に取り組む経営体の育成 直接 有機栽培等農業に取り組む経営体数 経営体 47 51

令和 2年度 環境保全型農業の定着している 直接 有機栽培等農業に取り組む経営体数 経営体 55

令和 3年度 環境保全型農業の定着している 直接 有機栽培等農業に取り組む経営体数 経営体 60

あびこエコ農業推進基本計画に基づき、農業所得向上に結びつけるための付加価値ＰＲ及び販路確保支援及び、ポジティブリス
(7)事業実施上の課題と対応 ト対策を徹底させる為の農業者に対する研修または戸別指導の実施が必要である。また、生産履歴管理の支援システムを導入し 代替案検討 ○有 ●無

あびこエコ農産物認証制度を構築し環境にやさしい農業の推進を広く行うことが求められる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

有機栽培等農家への補助 6,262 有機栽培等農家への補助 6,543 5,664 有機栽培等農家への補助 6,600 有機栽培等農家への補助 6,600
嘱託職員報酬(2人) 5,657 嘱託職員報酬(2人) 5,657 5,500 嘱託職員報酬(2人) 5,657 嘱託職員報酬(2人) 5,657
嘱託職員費用弁償 484 嘱託職員費用弁償 484 456 嘱託職員費用弁償 484 嘱託職員費用弁償 484
封筒印刷費 164 封筒印刷費 112 112 封筒印刷費 111 封筒印刷費 111
普通旅費（1512円×1回×2人） 3 普通旅費（1512円×3回×2人） 10 7 普通旅費（1512円×3回×2人） 10 普通旅費（1512円×3回×2人） 10
研修旅費（1512円×1回×2人） 3 研修旅費（1512円×3回×2人） 10 10 研修旅費（1512円×3回×2人） 10 研修旅費（1512円×3回×2人） 10
残留農薬検査検体野菜購入費 14 残留農薬検査検体野菜購入費 13 8 残留農薬検査検体野菜購入費 13 残留農薬検査検体野菜購入費 13

実施内容 残留農薬検査費用 830 残留農薬検査費用 529 501 残留農薬検査費用 845 残留農薬検査費用 845
残留農薬検査検体送料 8 残留農薬検査検体送料 7 6 残留農薬検査検体送料 7 残留農薬検査検体送料 7

(8)施行事項
費　　用 生産履歴システム年間利用料 422 生産履歴システム年間利用料 528 396 生産履歴システム年間利用料 528 生産履歴システム年間利用料 528

生産履歴システム保守点検委託料 67 生産履歴システム保守点検委託料 138 132 生産履歴システム保守点検委託料 138 生産履歴システム保守点検委託料 138
環境保全型農業直接支払交付金 432 ＊ 生産履歴システム農薬データベース 528 648 生産履歴システム農薬データベース 528 生産履歴システム農薬データベース 528

＊ 生産履歴システム導入委託料 2,353 更新料 更新料 更新料
環境保全型農業直接支払交付金 432 420 環境保全型農業直接支払交付金 432 環境保全型農業直接支払交付金 432
【あびこエコ農産物認証制度関連】 【あびこエコ農産物認証制度関連】 【あびこエコ農産物認証制度関連】

＊ 認証シール印刷費 429 398 認証シール印刷費 429 認証シール印刷費 429

予算(決算)額 合　　計 16,699 合　　計 15,420 14,258 合　　計 15,792 合　　計 15,792
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 597 588 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 75 ％ 324 補助率 75 ％ 324 315 補助率 75 ％ 324 補助率 75 ％ 324
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,375 14,499 13,355 15,468 15,468

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.41 0.41 0.31 0.31
正職員人件費 2,728 3,608 3,608 2,728 2,728

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,657 5,657 5,657 5,657 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,427 19,028 17,866 18,520 18,520
(11)単位費用

380.92千円／経営体 373.1千円／経営体 388.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　無農薬、減農薬等の環境保全型農業への市民の関心は高まっているが、実際に有機栽培等を行なっていくとなると、労 ●①事前確認での想定どおり
力、経費の割には経営が安定していないのが現状である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　市民の、環境や景観、食に対する安全・安心に対する関心が高まる中、有機栽培等に取り組む農業者を支援するために ○要
   背景は？(事業の必要性) 経費負担の助成や栽培技術支援等を行うことが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　あびこエコ農業推進基本計画に基づき、あびこエコ農産物認証制度を構築し環境保全型農業の推進を広く図る。 食の安全や自然環境への負荷を軽減する減農薬等の環境保全型農業への市民ニーズは高い。しかし、農業者にとっては労
力、経費等の負担が増える状況は変わっていないため、環境保全型農業に取り組む農家への支援は必要である。また、あ

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 環境保全型農業（ちばエコ農業）の推進を栽培履歴の記録・

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 管理の支援を行うことで安全・安心な農産物の生産を促した
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り あびこ型「地産地消」推進協議会による環境保全型農業支援 あびこ型「地産地消」推進協議会と連携し、ちばエコ農産物 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 事業との連携 の市民への周知やちばエコ農産物に取り組む農家への支援を ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境保全型に取り組む農業者への経済的・技術的支援と消費 環境保全型農業へ取り組む農家への経費助成と農業改良普及 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 者へのエコ農産物のＰＲ 員による技術支援を行った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他  ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(経営体) 目標値(b)(経営体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(経営体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
47 51 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

天候不順等の影響により、申請の取り下げ等が発生したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 46 90.2
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,028 399 17,866 93.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.27

経営体 10万円 0.26 96.3

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、環境にやさしい農業の推進に向けた環境保全型農業の普及・推進に必要不可欠な事業となっており、令和2年度から市独自のエコ農
産物の認証制度であるあびこエコ認証制度の運用を開始するため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 235 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 環境と調和した農業の展開 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 有機栽培等農業者支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.41 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,343 千円 (うち人件費 3,608 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,028 千円 (うち人件費 3,608 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22103 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業が持つ水源のかん養や洪水の防止、自然環境の保全、良好な景観の形成といった多面的機能



農業の担い手として男女を問わず自らの意思により農業経営に参画し、その持てる力を十分に発揮できるよ
施策目的・

(2)目的 男女が平等に参画できるよう、事業者・自治会などへの働きかけや講演会・講座の開催、情報紙の発行など 事業目的 うなパートナーシップを確立し、女性の地位向上を図る。
展開方向

の啓発活動を充実します。
女性の経営参画や能力開発を促進するために、技術講習会や農産物の販売を展開し、生産や経営に主体的に ４～３月　家族経営協定の締結促進
参画できるようにする。就業条件の整備や適正な女性労働者の評価を確立するために家族経営協定締結を促 ６～３月　経営能力開発向上等のための研修会や技術講習会の開催
進する。また、農産物等即売会を通して交流を図り、女性グループのネットワーク作りを進める。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

家族経営協定世帯数 想定値 39当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値 39

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 家族経営協定の締結促進のための啓発や経営能力向上のための技術講習会等を実施し、家族経営協定締結世帯を増やし女性農業 直接 家族経営協定世帯数 世帯 38 39
者の地位の向上を図る。

令和 2年度 家族経営協定締結世帯を増やし女性農業者の地位の向上を図り、女性農業者相互の交流・連携が促進されている。 直接 家族経営協定世帯数 世帯 40

令和 3年度 ゆとりとやりがいのある農業を築きあげるために家族経営協定締結世帯を増やし、女性の役割が適正に評価され多様な能力が発 直接 家族経営協定世帯数 世帯 41
揮できるよう女性グループ作りを行いネットワークが構築できている。
農村社会が男女共同参画を受け入れることに抵抗がある。女性農業者が自信を持って行動を起こし自覚することが必要である。

(7)事業実施上の課題と対応 また、６次産業化の掘り起しを進めるうえで、技術講習会等の充実を図ることが重要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

起業支援・技術講習会講師報償費 50 起業支援・技術講習会講師報償費 50 0 起業支援・技術講習会講師報償費 50 起業支援・技術講習会講師報償費 50
研修旅費 5 研修旅費 4 0 研修旅費 4 研修旅費 4
イベント・講習会用消耗品 20 イベント・講習会用消耗品 20 0 イベント・講習会用消耗品 20 イベント・講習会用消耗品 20

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 75 合　　計 74 0 合　　計 74 合　　計 74
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 75 74 0 74 74

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 2,024 2,024 2,024 2,024

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,099 2,098 2,024 2,098 2,098
(11)単位費用

53.82千円／世帯 53.79千円／世帯 51.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業の担い手として半数を占める女性がゆとりとやりがいのある農業を築き上げていくために、女性の声を反映し、男女 ○①事前確認での想定どおり
ともに責任を持つためのパートナーシップの確立が必要である。女性農業者が自らの意思によって農業経営やこれに関連 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ する活動に参画できるような環境整備を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

家族経営協定の新規締結ができ、女性農業者の経営参画のための環境整備を進めることができたが、新型コロナウイルス
感染症拡大のため、予定していた農業者向けの講習会は中止となり、女性農業者の能力開発の場を設けることができなか

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 女性農業者の能力開発を目的とした生産物のPR方法を学ぶPO

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 P作成の講習会を予定していたが、新型コロナウイルス感染
□その他 　促進された 症感染拡大のため、中止となった。また、家族経営協定締結

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の啓発を実施した。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 農家の理解のもとに事業を進めている。また、県、農協、市 女性農業者の能力開発の推進に向けて、農業者を対象とした ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 男女共同参画担当と連携して事業推進を図っている。 生産物のPR方法を学ぶPOP作成の講習会を予定していたが、 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、中止となった。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、講習会が中止と

なった。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(世帯) 目標値(b)(世帯) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(世帯) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
38 39 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

家族経営協定の啓発を行い、新規の家族経営協定を１件締結した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 39 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,098 1 2,024 96.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルス感染症感染拡大のため、講習 ●不要

会が中止となった。

0.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 家族経営協定の啓発を行い、新規の家族経営協定を１件

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 締結した。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

世帯 10万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、女性の経営参画や能力開発の促進という目標を達成するために必要不可欠な事業となっていることから、今後も引き続き実施してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 236 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自立した生き方ができる環境の整備 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業・農村男女共同参画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,098 千円 (うち人件費 2,024 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 42001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

固定的な性別役割分担の意識や社会慣行の解消を促し、職場や地域、学校、家庭など社会のあらゆる分野で



水・客土の整備により、高生産性ほ場を設け、水田の汎用化を図る。また、地区の担い手
施策目的・

(2)目的 ブランド化や加工品の開発、ネット販売や詰合せ販売など消費者ニーズに応えた販売方法の導入、大学や商 事業目的 （認定農業者）への田植・収穫等の作業受委託や農地の貸借による利用集積により、農地の高度利用を図る
展開方向

工業者、ＮＰＯ等とも連携した事業の展開など、農業の付加価値を高めるためのさまざまな取り組みを支援 。
関係機関による協定書に基づき、事業費償還金にかかる負担金を支払う。 ３月まで　負担金を支払う
（事業内容）
　受益面積：水田４２８ha（我孫子市の水田２９８ha） 当該年度
　　用水施設・揚水機場の設置 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　　用水路の整備、排水路の整備
　　暗渠排水２５８ha、客土１２０ha

負担金支出済率 想定値 96.8当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 96.8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業費償還金にかかる市負担金の支払い 直接 負担金支出済率 ％ 94.6 96.8

令和 2年度 事業費償還金にかかる市負担金の支払いをおこなっている 直接 負担金支出済率 ％ 98.3

令和 3年度 事業費償還金にかかる市負担金の支払いをおこなっている 直接 負担金支出済率 ％ 99.1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・県営担い手育成基盤整備事業負担金 7,631 ・県営担い手育成基盤整備事業負担金 5,048 5,048 ・県営担い手育成基盤整備事業負担金 5,048 ・県営担い手育成基盤整備事業負担金 5,048

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,631 合　　計 5,048 5,048 合　　計 5,048 合　　計 5,048
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,631 5,048 5,048 5,048 5,048

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.06 0.06 0.04 0.04
正職員人件費 528 528 528 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,159 5,576 5,576 5,400 5,400
(11)単位費用

107.36千円／％ 57.6千円／％ 57.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　本地区は、昭和47年干拓地等農地整備事業により整備され、生産性の高い営農が可能な区画形状となった。しかし、干 ●①事前確認での想定どおり
拓地特有の地盤沈下等による施設被害を回復するため、平成元年度から県営湛水防除事業及び県営地盤沈下対策事業が進 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ められたが、大区画ほ場を利用した生産性の高い営農が出来ない状況にある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　本事業において、未施行部分の支線用排水路の整備、揚水機場の整備、排水不良を解消するためのほ場の暗渠排水及び ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

客土など、ほ場の高度利用を図る整備を行うことで、農地の高度利用を図る。 計画通り事業を遂行したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 整備事業費を負担することにより事業が推進した。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94.6 96.8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の県の事業計画通り進捗したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 96.8 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,576 2,583 5,576 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

31.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
協定に基づき、引き続き事業を推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 237 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土地改良事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 県営担い手育成基盤整備事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 ■新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 平成 8年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,576 千円 (うち人件費 528 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22102 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生産者が意欲を持って農業経営に取り組めるよう、新品種・新品目・高品質栽培の導入などによる農産物の 用排水路・暗渠排



の適 農業経営の規模拡大、農地の集団化等、効果的かつ安定的な農業経営の育成を図るため、農地の利用集積を
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 進める。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
農業経営基盤強化促進法に基づき農地の利用集積を促進するとともに、我孫子市が農地利用集積円滑化団体 ４～３月　農地利用集積計画の作成支援
となり農地の貸借や売買等の事業を行っていく。また、農地中間管理機構の活用や集落営農組織の育成を行 ４～３月　農地利用集積円滑化事業のＰＲと貸借事業等の実施
いながら農地の有効利用をはかる。 当該年度 ４～３月　我孫子市担い手農家等農地集積促進奨励金交付事業の実施

執行計画 ４～３月　農地中間管理機構との業務受託
(3)事業内容 内　　容 　　　　　（相談窓口、受け手及び出し手の掘り起し、現地確認、交渉、契約等）

４～３月　集落営農組織設立支援、打ち合わせ、集落座談会開催、補助金交付申請処理
担い手農家への農用地集積 想定値 235.5当該年度

単位 ｈa
活動結果指標 実績値 277.9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 規模拡大や経営の近代化を図る担い手農家の育成 直接 担い手農家への農用地集積 ｈａ 235.5 245.5

令和 2年度 規模拡大や経営の近代化を図る担い手農家が育成されている 直接 担い手農家への農用地集積 ｈａ 265.5

令和 3年度 規模拡大や経営の近代化を図る担い手農家が育成されている 直接 担い手農家への農用地集積 ｈａ 285.5

円滑化事業・中間管理事業の制度メリットのＰＲ
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地利用集積円滑化事業賃借料 50 千葉県園芸協会負担金 52 52 千葉県園芸協会負担金 52 千葉県園芸協会負担金 52
千葉県園芸協会負担金 52 人・農地プラン農地利用図作成業務委託 500 0 人・農地プラン農地利用図作成業務委託 500 人・農地プラン農地利用図作成業務委託 500
普通旅費 16 農地集積協力金 210 0 農地集積協力金 210 農地集積協力金 210
施設使用費 53 担い手農家等農地集積奨励金 6,324 6,324 担い手農家等農地集積奨励金 6,324 担い手農家等農地集積奨励金 6,324
農地集積協力金 300 人・農地プラン検討会委員報酬 63 32 人・農地プラン検討会委員報酬 63 人・農地プラン検討会委員報酬 63
担い手農家等農地集積奨励金 8,334 集落営農組織活動支援事業補助金 437 435 集落営農組織活動支援事業補助金 437 集落営農組織活動支援事業補助金 437
人・農地プラン農地利用図作成業務委託 500 担い手農家等農地集積奨励金(予備費充 475 475

実施内容 人・農地プラン検討会委員報酬 95
＊ 集落営農組織活動支援事業補助金 600

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,000 合　　計 8,061 7,318 合　　計 7,586 合　　計 7,586
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 68.98 ％ 665 補助率 68.98 ％ 492 0 補助率 68.98 ％ 492 補助率 0 ％ 492
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,335 7,569 7,318 7,094 7,094

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.48 0.48 0.48 0.47 0.47
正職員人件費 4,224 4,224 4,224 4,136 4,136

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,224 12,285 11,542 11,722 11,722
(11)単位費用

60.4千円／ｈa 52.17千円／ｈa 41.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業経営基盤強化を図る上で、担い手農家の育成は急務であるが、そのためには担い手農家が希望する規模拡大を積極的 ●①事前確認での想定どおり
に支援することが必要である。本事業を実施することにより、従来の農地利用集積事業をさらに強く推し進めることが可 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 能になり、担い手農家の育成につながるものである。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当事業実施により新規就農者や担い手への農地利用集積が進み、担い手の育成にもつながった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 市町村、農協、公社等が事業主体となり、農地の貸し付けな □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農家要件のない新規就農者に対する農地の利用権設定の事業

□提供主体が市しかない どを実施するが、本市では市が事業団体となっている。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行い、担い手の育成に寄与した。
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(ｈａ) 目標値(b)(ｈａ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ｈａ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
235.5 245.5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農業者への基盤強化促進法を利用した農用地利用権設定の啓発、利用促進を促し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 277.9 113.2

た。新規就農者への農地利用集積が想定通りに進めることができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,285 1,939 11,542 93.95
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 農業者への利用啓発を促した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2

ｈａ 10万円 2.41 120.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、担い手農家の規模拡大や農業経営の安定化を支援するため農地利用集積円滑化事業を通じ、農地の権利移動を促進する事業である。
引き続き、農業委員会をはじめ、関係機関と連携し事業を推進していくことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1571 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農地集積推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.48 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,810 千円 (うち人件費 4,224 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,285 千円 (うち人件費 4,224 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 農業経営基盤強化促進法

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設



、その有効活用を図り、遊休農地等の解消又は遊休
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 農地化の防止を進める。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
遊休農地対策を進めるため、遊休農地及び遊休農地となるおそれのある農地について、市が主体となって復 ４～３月　遊休農地等の復元及び担い手等への貸付
元支援ならびに担い手等への貸付事業を実施する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

遊休農地等の復元面積 想定値 100当該年度
単位 　a

活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 遊休農地等の復元及び担い手等への貸付 直接 遊休農地等の復元面積 　a　 50 100

令和 2年度 遊休農地等の復元及び担い手等への貸付がされている 直接 遊休農地等の復元面積 　ａ　 200

令和 3年度 遊休農地等の復元及び担い手等への貸付がされている 直接 遊休農地等の復元面積 　ａ 300

農地法及び農業経営基盤強化促進法の改正により、遊休農地対策は基本的に農地法にもとづく事業となった。ただし、農業振興
(7)事業実施上の課題と対応 策の展開や、農地の利用集積事業等との連携が不可欠であり、市と農業委員会で共同して取り組みを進める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農地復元整備委託料 114 農地復元整備委託料 116 0 農地復元整備委託料 116 農地復元整備委託料 116

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 114 合　　計 116 0 合　　計 116 合　　計 116
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 114 116 0 116 116

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.09 0.09 0.09 0.08 0.08
正職員人件費 792 792 792 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 906 908 792 820 820
(11)単位費用

9.06千円／　a 9.08千円／　a 15.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

食料の安定供給を図るとともに、農業農村の機能を維持向上させるうえで、遊休農地の増加は放置できない課題である。 ●①事前確認での想定どおり
我孫子市においても遊休農地が増大し、周囲の農用地利用に影響を与え、農村環境にも悪影響も及ぼしていることから、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ その解消に向けた取組みが求められる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業従事者の高齢化や後継者不足等により、遊休農地及び耕作放棄地が増大傾向にあり、周囲の農用地利用にも影響を与
えている。その解消に向けた取り組みが求められる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 農業委員会と連携し、担い手農家への貸付推進を図った。遊

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 休農地の面積は大きく、新規就農者への貸付も含めてさらに
□その他 　促進された 有効活用を促進していく必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 遊休農地の有効活用 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(　a　) 目標値(b)(　a　) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(　a　) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
50 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規就農者や法人への耕作放棄地の貸付が当初見込み通りに進まなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 50 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 908 △2 792 87.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

今年度の耕作放棄地の改善に際し、本事業を実施するような農地が無か
った。

△0.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新規就農者や法人への耕作放棄地の貸付が当初見込み通

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 りに進まなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.01

　a　 10万円 6.31 57.31

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は遊休農地（耕作放棄地）を解消し、担い手農家等への利用集積を通じ、農地の有効活用を促進するものである。また、農地農村環境の
悪化を防ぐためにも重要な事業であり、今後も必要があれば本事業を活用していくべきである。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1572 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 遊休農地対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 908 千円 (うち人件費 792 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 遊休農地及び遊休農地となるおそれのある農地について



継者不足、不耕作地への対応を図るため、新規就農者を掘り起こし、育成を行う。
施策目的・

(2)目的 ブランド化や加工品の開発、ネット販売や詰合せ販売など消費者ニーズに応えた販売方法の導入、大学や商 事業目的
展開方向

工業者、ＮＰＯ等とも連携した事業の展開など、農業の付加価値を高めるためのさまざまな取り組みを支援
新規就農者を育成・確保するために、就農ガイダンスを実施するとともに、市内農家において実際に研修を ４～３月　就農を本格的に希望する方に対する研修支援
受け、就農の準備を行うことができるシステムの運用を図る。また、新規就農者に対する施設設備等補助、 ４～３月　新規就農者に対する施設設備等補助、農地や資金のあっせん支援
農地や資金のあっせん支援、共同利用施設（倉庫・保冷庫）の提供支援等を行う。 当該年度 ７月、１月　　人・農地プランに位置付けられた新規就農者に対し給付金を交付する（補助率１００％）

執行計画 １１月～１２月　　新規就農希望者向けのガイダンス講習を開催
(3)事業内容 内　　容

新規就農者数 想定値 22当該年度
単位 経営体

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新規就農者の確保 直接 新規就農者数 経営体 21 22

令和 2年度 新規就農者のさらなる確保がされている 直接 新規就農者数 経営体 24

令和 3年度 新規就農者のさらなる確保がされている 直接 新規就農者数 経営体 27

新規就農者（希望者含め）は増えてきているが、経営を安定させることは大変である。国・県の支援制度・市の支援制度を適切
(7)事業実施上の課題と対応 に運用していくことが重要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

就農研修受入委託 90 就農研修受入委託 60 0 就農研修受入委託 60 就農研修受入委託 60
就農ガイダンス講師謝金 10 就農ガイダンス講師謝金 10 0 就農ガイダンス講師謝金 10 就農ガイダンス講師謝金 10
消耗品費（資料代等） 3 消耗品費（資料代等） 3 0 消耗品費（資料代等） 3 消耗品費（資料代等） 3
新規就農者補助（農地賃借料） 250 新規就農者補助（農地賃借料） 341 235 新規就農者補助（農地賃借料） 341 新規就農者補助（農地賃借料） 341
新規就農者補助（施設･設備・機械等） 1,175 新規就農者補助（施設･設備・機械等） 1,336 312 新規就農者補助（施設･設備・機械等） 1,336 新規就農者補助（施設･設備・機械等） 1,336
新規就農者補助（研修費） 100 新規就農者補助（研修費） 50 0 新規就農者補助（研修費） 50 新規就農者補助（研修費） 50
消耗品費（肥料・種苗代等） 30 消耗品費（肥料・種苗代等） 16 0 消耗品費（肥料・種苗代等） 16 消耗品費（肥料・種苗代等） 16

実施内容 農作業用機械保険料 7 農作業用機械保険料 7 7 農作業用機械保険料 7 農作業用機械保険料 7
農業次世代人材投資資金 7,125 農業次世代人材投資資金 4,500 3,000 農業次世代人材投資資金 4,500 農業次世代人材投資資金 4,500

(8)施行事項
費　　用 新規就農者用管理機・草刈機修繕費 71 新規就農者用管理機・草刈機修繕費 70 70 新規就農者用管理機・草刈機修繕費 70 新規就農者用管理機・草刈機修繕費 70

新規就農者補助（宣伝広告費） 100 新規就農者補助（宣伝広告費） 50 0 新規就農者補助（宣伝広告費） 50 新規就農者補助（宣伝広告費） 50
電気使用料 269 電気使用料 252 259 電気使用料 252 電気使用料 252

（節間流用額：７千円）

予算(決算)額 合　　計 9,230 合　　計 6,695 3,883 合　　計 6,695 合　　計 6,695
国庫支出金 補助率 100 ％ 7,125 補助率 100 ％ 4,500 3,000 補助率 100 ％ 4,500 補助率 100 ％ 4,500
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,069 2,157 883 2,157 2,157

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 36 □特会 ■受益 □基金 □その他 38 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 38 □特会 □受益 □基金 □その他 38
換算人数(人) 0.42 0.42 0.42 0.52 0.52
正職員人件費 3,696 3,696 3,696 4,576 4,576

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,926 10,391 7,579 11,271 11,271
(11)単位費用

615.52千円／経営体 472.32千円／経営体 378.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農家の高齢化や後継者不足は深刻であり、次代の農業者育成が急務である。農家の後継者を育成することはもとより、新 ●①事前確認での想定どおり
規就農者を育成し、将来の農業の担い手となる農家を拡大していくことが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業者の高齢化や後継者不足が進んでおり、その対応策として新規就農者の支援は将来の担い手の育成・確保のためにも
必要であり、今後も拡充を図っていく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新規就農者が農地を借受するにあたり、市が仲介的な役割を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 担い、農地取得に向けての支援を行なった。将来の担い手を
□その他 　促進された 確保・育成していく上では、市が主導となって今後も新規就

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 農者の支援を実施していく必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 株式会社あびベジ、人・農地プラン検討会等と連携し、実施 農業者や農業関係団体等と連携し、人・農地プラン検討会の ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り していく。 実施等、地域農業の将来について検討を進めた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 持続的な農業経営の基礎となる農業者を育成することで、優 新規就農者が新たに農地を借受・取得することを通じて、農 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 良な農地の保全につながる。 地の保全につなげることができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(経営体) 目標値(b)(経営体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(経営体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
21 22 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

東葛飾農業事務所等と連携しながら就農相談に対応し、新規就農者の確保・育成
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 90.91

に努めたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,391 2,535 7,579 72.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

農業次世代人材投資資金について、当初交付申請見込みであった農業者
について、営農状況から鑑みて交付が停止されることとなったこともあ

19.61 り、事業費が当初見込みよりも少なくなった。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 東葛飾農業事務所等と連携しながら就農相談に対応し、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 新規就農者の確保・育成に努めたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

経営体 10万円 0.26 123.81

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は次世代の担い手を確保・育成していく上で重要な事業であり、農業委員会や東葛飾農業事務所等と連携し、引き続き事業の推進を行な
っていくことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1574 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 新規就農者の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 新規就農支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,391 千円 (うち人件費 3,696 千円）⑦事業費
総事業費 13,250 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22102 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生産者が意欲を持って農業経営に取り組めるよう、新品種・新品目・高品質栽培の導入などによる農産物の 農家の高齢化や後



射能の影響を確認するため、我孫子市産農産物の放射性物質検査、農地
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 の空間放射線量測定を行い、食の安全性の確保、風評被害の防止に努める。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
福島第一原子力発電所事故による放射能の影響を確認するため、我孫子市産農産物の放射性物質検査を行い ４～３月　我孫子市産農産物・土壌等の放射性物質検査と農業者支援
、食の安全性の確保を行う。また、国から出荷制限の指示を受けている林産物（原木しいたけ）の制限解除 ７～８月　放射性物質分析機器保守点検
に向けた取り組みや支援を行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

我孫子市産農産物の放射性物質検査数 想定値 90当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 86

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市産農産物の安全性の確認を行う。 直接 我孫子市産農産物の放射性物質検査数 件 104 90

令和 2年度 我孫子市産農産物の安全性の確認を行う。 直接 我孫子市産農産物の放射性物質検査数 件 50

令和 3年度 － 0

放射能に不安を抱える消費者に対し、情報提供をしっかり行い、我孫子産農産物の安全性をＰＲしていく必要があることから、
(7)事業実施上の課題と対応 放射性物質検査を徹底して行いその結果を公表していくものとする。また、生産者にも必要な情報をしっかり提供し、農業経営 代替案検討 ○有 ●無

や損害賠償等に活用してもらう。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 消耗品費 47 ＊ 消耗品費 39 7 ＊ 消耗品費 39 ＊ 消耗品費 39
＊ 分析器保守点検費用 162 ＊ 分析器保守点検費用 162 162 ＊ 分析器保守点検費用 162 ＊ 分析器保守点検費用 162
＊ 臨時職員賃金 1,098 ＊ 臨時職員賃金 1,098 872 ＊ 臨時職員賃金 1,098 ＊ 臨時職員賃金 1,098

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,307 合　　計 1,299 1,041 合　　計 1,299 合　　計 1,299
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 9 1,041 9 1,299

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,307 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,290 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,290 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,098 1,098 1,098 1,098 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,387 4,379 4,121 4,379 4,379
(11)単位費用

48.74千円／件 48.66千円／件 47.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故により飛散した放射性物質の影響が懸念されいる中で、市内で生産される農畜産物等への放 ●①事前確認での想定どおり
射能の影響が、農業者及び消費者へ不安を与えている現状である。そのため、我孫子市産農産物、農地の空間放射線量等 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の放射能検査を実施し安全性の確認を行うことで農業者及び消費者の不安の解消を図る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消費者や農業者に対して、農産物の放射性物質検査結果等の情報を公表して不安軽減を図った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 福島第一原子力発電所の事故が及ぼした農業への影響が大き

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いことから、農業者と消費者の安全・安心を継続して確保す
□その他 　促進された るための施策を引き続き取り組んでいく。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
放射能検査分析機による市内農産物の検査のため、市民参・協働はできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 厚生労働省「緊急時における食品の放射能測定マニュアル」 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に沿って放射性物質検査を実施した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
農産物等の放射性物質検査を行うことで、福島原子力発電事故で飛散した放射性物質の農産物への影響を検査する。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
104 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

たけのこ出荷制限が解除された後も、出荷前検査等が引き続き必要だが、前年度
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 86 104.65

よりたけのこの検査数が減少した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,379 8 4,121 94.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症感染拡大により、一部の衛生用品が購入でき
なかった。

0.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 たけのこ出荷制限が解除された後も、出荷前検査等が引

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 き続き必要だが、前年度よりたけのこの検査数が減少し

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.06 た。

件 10万円 2.09 98.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、食の安全性の確保や風評被害の払しょくのため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1884 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 農業にかかる放射能対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,379 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 福島第一原子力発電所事故による放



の発生予防及び蔓延の防止のため、衛生管理その他の防疫措置に必要
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 な経費の一部を補助することにより、養鶏農家の負担軽減を図る。また、鶏の伝染病に対し、市民の不安軽
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。 減を図る。
鶏の伝染病対策に係る施設整備、ワクチン接種に要する経費、養畜における衛生に関する情報の入手に要す ４～３月　補助金申請、交付決定、交付事務
る経費などに対し、経費の一部を助成する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

補助金支出件数 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 養鶏農家が、鶏の伝染病対策に係る施設整備・ワクチン接種等を適切に行う 直接 補助金支出件数 件 2 2

令和 2年度 養鶏農家が、鶏の伝染病対策に係る施設整備・ワクチン接種等を適切に行われている 直接 補助金支件数 件 2

令和 3年度 養鶏農家が、鶏の伝染病対策に係る施設整備・ワクチン接種等を適切に行うわれている 直接 補助金支件数 件 2

平成２３年に千葉市で高病原性鳥インフルエンザが発生した。高病原性鳥インフルエンザ等の伝染病のまん延防止は、鶏卵の安
(7)事業実施上の課題と対応 全かつ安定した供給にとって重要であるばかりでなく、人の感染予防や不安軽減のためにも極めて重要である。当市においても 代替案検討 ○有 ●無

伝染病が発生する前に対策を講じる必要があるため、国・県と密に連携し予防に取組むことが求められる。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

千葉県畜産協会負担金 6 千葉県畜産協会負担金 6 6 千葉県畜産協会負担金 6 千葉県畜産協会負担金 6
鶏伝染病対策事業補助金 1,000 鶏伝染病対策事業補助金 500 112 鶏伝染病対策事業補助金 500 鶏伝染病対策事業補助金 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,006 合　　計 506 118 合　　計 506 合　　計 506
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,006 506 118 506 506

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.11 0.11
正職員人件費 704 704 704 968 968

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,710 1,210 822 1,474 1,474
(11)単位費用

855千円／件 605千円／件 822
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　平成２３年に千葉市において高病原性鳥インフルエンザが発生したことにより、千葉県内のどの地域で発生してもおか ●①事前確認での想定どおり
しくない事態となった。当市においても早急に対策を講じる必要があるため、２件の養鶏農家に対し、市が伝染病対策の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ための施設整備に対する経費補助を行うことにより、伝染病の発生及び蔓延の防止レベルを高めることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内養鶏農家に対し市が感染対策のため、施設整備等に対する経費補助を行うことにより、伝染病の発生及び万円の防止
を高めることができた。伝染病対策は継続して行うことが重要であり、引き続き支援を行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内養鶏農家に対し、家畜伝染病の予防対策を講じるため我

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 孫子市鶏伝染病防疫対策事業補助金交付要綱に基づき、ワク
□その他 　促進された チン接種費及び施設整備費に係る経費補助を行った。これに

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した より、伝染病の発生及び蔓延の防止レベルを高めることがで
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された きた。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内養鶏農家２軒のうち１軒が補助事業を利用しなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 50
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,210 500 822 67.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当無し

29.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市内養鶏農家２軒のうち１軒が補助事業を利用しなかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.17

件 10万円 0.12 70.59

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
鳥インフルエンザは現在でも発生する可能性があるため、最終的にワクチン接種費及び衛生管理費を主な対象として支援し、伝染病の発生及び
蔓延の防止を進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1917 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 鶏伝染病対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ 平成26年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,210 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 市内の零細な養鶏農家における伝染病



産物等を使用した加工品の製造販売を支援することで、農業所得の向
施策目的・

(2)目的 ブランド化や加工品の開発、ネット販売や詰合せ販売など消費者ニーズに応えた販売方法の導入、大学や商 事業目的 上、地産地消の推進、及び６次産業化の基盤整備を図るもの。
展開方向

工業者、ＮＰＯ等とも連携した事業の展開など、農業の付加価値を高めるためのさまざまな取り組みを支援
農業者が生産する農産物等の直売や農産物等を使用した加工品の製造販売を行うための、施設、設備等の整 市（農畜産物加工販売施設整備等補助金）：４～３月　補助金申請、交付決定、交付事務
備に対し補助を行うことで、農業所得の向上と地産地消の推進を図る。また、農業者を軸とした６次産業化
の基盤整備につなげる。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

農畜産物加工販売施設整備等補助金の年間利用実績 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農業者自らが直売所及び加工品製造施設を整備する。 直接 農産物の加工施設を有する農業者数 件 5 6

令和 2年度 農業者自らが直売所及び加工品製造施設を整備し、６次産業化の基盤整備が進んでいる。 直接 農産物の加工施設を有する農業者数 件 8

令和 3年度 農業者自らが直売所及び加工品製造施設を整備し、６次産業化の基盤整備が進んでいる。 直接 農産物の加工施設を有する農業者数 件 10

農業経営の向上を図るため、農業者自ら直売所及び加工品製造施設を整備し、付加価値を付けた農産物等の販売が必要であるが
(7)事業実施上の課題と対応 、施設の整備費用の面で６次産業化が進まない状況であるため、６次産業化を促進させるために施設整備に支援をしていく必要 代替案検討 ○有 ●無

がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

農畜産物加工販売施設整備等補助金 500 農畜産物加工販売施設整備等補助金 500 13 農畜産物加工販売施設整備等補助金 500 農畜産物加工販売施設整備等補助金 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 500 合　　計 500 13 合　　計 500 合　　計 500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 500 500 13 500 500

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
正職員人件費 1,144 1,144 1,144 1,144 1,144

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,644 1,644 1,157 1,644 1,644
(11)単位費用

274千円／件 822千円／件 1,157
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業の６次産業化を促進し、農業所得の向上と地産地消の推進をするためには、加工販売施設の整備に対し補助をするこ ●①事前確認での想定どおり
とにより、農業者が６次産業に取り組みやすくする必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

農業所得の向上、地産地消の推進を図るために必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市農畜産物販売施設整備等補助金制度を農業者に周知

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 した。平成３１年度は１件の補助を行った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 農業者自らが取り組む６次産業化へ支援することにより、農 平成３１年度は農業者の補助金活用が１件あった。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 業所得向上と地産地消の推進を図る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

農畜産物化加工販売施設整備費等補助金の活用は１件あったが、備品を購入する
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 83.33

もので加工施設を新たに整備するものではなかったため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,644 0 1,157 70.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

補助金交付は1件あったが、補助対象事業の経費が予算額に対して少額
であったため

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 補助対象事業の経費が予算額に対して少額であり、補助

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 金交付以外の費用を費やしていないため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.36

件 10万円 0.43 119.44

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、農業の付加価値を高めるという施策を実現するため必要な事業であることから今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1920 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 6次産業化推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,644 千円 (うち人件費 1,144 千円）⑦事業費
総事業費 2,460 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22102 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生産者が意欲を持って農業経営に取り組めるよう、新品種・新品目・高品質栽培の導入などによる農産物の 農業者が自ら行う農産物等の販売や農



幹線排水路の改修を行うことにより、安心して営農が継続できる環境を整える。また、農地外都
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 市排水の排水機能も維持することができる。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
以下の幹線排水路において、軽量鋼矢板が腐食し、さらに穴あき劣化が進んでいるため、全体の機能診断を 関係機関（東葛飾農業事務所、利根土地改良区、柏市）と連携し、工事の事業化に向けて協議を進める。
実施し、改修工事を行う。
路線測量　１・２・３号幹線排水路　Ⅼ＝７，５１２ｍ 当該年度
①幹線１号排水路　Ｌ＝５．４ｋｍ（全長）　軽量鋼矢板　Ｌ＝２，９４０ｍ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ②幹線２号排水路　Ｌ＝５．１ｋｍ（全長）　軽量鋼矢板　Ｌ＝２，５６７ｍ
③幹線３号排水路　Ｌ＝３．１ｋｍ（全長）　軽量鋼矢板　Ｌ＝２，００５ｍ
・総事業費：１，９３５，０００千円 負担金支出済率 想定値 100当該年度
・事業費負担割合：国＝５５％、県＝２８％、市（我孫子市・柏市）＝１７％ 単位 ％

活動結果指標 実績値 45

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 機能診断を実施し、機能保全計画が作成する。 直接 負担金支出済率 ％ 0 100

令和 2年度 事業が計画通り施行されている。 － 負担金支出済率 100

令和 3年度 事業が計画通り施行されている。 － 負担金支出済率 100

県の計画策定の進捗状況に合わせた負担金支出
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

幹線排水路護岸改修事業負担金 400 幹線排水路護岸改修事業負担金 1,000 449 幹線排水路護岸改修事業負担金 1,000 幹線排水路護岸改修事業負担金 1,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 1,000 449 合　　計 1,000 合　　計 1,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 1,000 449 1,000 1,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.13 0.13 0.12 0.12
正職員人件費 1,144 1,144 1,144 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,544 2,144 1,593 2,056 2,056
(11)単位費用

15.44千円／％ 21.44千円／％ 35.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

１号～３号幹線排水路は、県営圃場整備事業により、昭和４８年度～昭和６１年度に造成された。その後は県営湛水防除 ●①事前確認での想定どおり
事業等により、コンクリート護床工や軽量鋼矢板護岸工を実施している。しかしながら、いずれの幹線排水路についても ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、軽量鋼矢板の経年劣化による腐食が進み、維持管理に支障を来している。また、柏市、我孫子市の都市排水を受け入れ ○要
   背景は？(事業の必要性) ているため、早急に施設全体の機能診断を実施し、機能保全計画を策定する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該排水路は経年劣化により、腐食が進み維持管理に支障があることから施設全体の機能診断を実施して、機能保全計画
策定は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 排水路機能保全計画の負担金を我孫子市・柏市の２市で支出

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業がほぼ計画通りに進んだため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 90
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,144 △600 1,593 74.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当無し

△38.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初の想定より費用が掛からなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.66

％ 10万円 5.65 121.24

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
排水路機能保全計画をもとに千葉県・柏市・利根土地改良区と連携し、適切に事業費の負担を行うことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2007 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 幹線排水路護岸改修（利根地区） 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県 ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,144 千円 (うち人件費 1,144 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適 老朽化した



排水施設が地盤沈下により、機能低下が生じており、その機能を回復し、災害の未然防止、農作物及び農地
施策目的・

(2)目的 切な維持管理と整備・更新、近代的な農業用機械や施設設備の導入支援など、農業生産基盤と農業経営基盤 事業目的 等の被害を防止するとともに、併せて国土の保全に資することを目的とする。
展開方向

の維持強化に向けた取り組みを進めます。
・主要工事（排水改良）：手賀排水機場、第１排水機場、第２排水機場、手賀沼調節水門、金谷落水路 負担金支払い
　　　　　（揚水改良）：小森揚水機場、高野山揚水機場、泉揚水機場、用水路
　これらの事業推進のための推進協議会の負担金支出 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

負担金支出済率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域整備方向検討調査が計画通りに施行される。 直接 負担金支出済率 ％ 100 100

令和 2年度 地区調査が計画通りに施行されている。 直接 負担金支出済率 ％ 100

令和 3年度 事業が計画通りに施行されている。 直接 負担金支出済率 ％ 100

事業の進捗に合わせた負担金の支出
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼地域農業農村整備事業推進協議負 30 手賀沼地域農業農村整備事業推進協議負 30 30 手賀沼地域農業農村整備事業推進協議会 30 手賀沼地域農業農村整備事業推進協議会 30

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 30 合　　計 30 30 合　　計 30 合　　計 30
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 30 30 30 30 30

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.34 0.34
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 2,992 2,992

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,110 3,110 3,110 3,022 3,022
(11)単位費用

31.1千円／％ 31.1千円／％ 31.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

国営手賀沼干拓土地改良事業により整備された用排水施設等は、流域開発や地盤沈下により機能低下が生じており、その ●①事前確認での想定どおり
機能を回復し、災害の未然防止、農作物及び農地等の被害を防止するために、関係市が連携して当該事業を実施する必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国営手賀沼土地改良事業で整備された農業用排水路等は経年劣化をしており、放置をすれば甚大な被害が想定されるため
、今後も継続して事業を進めていく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国・県・関連市、手賀沼土地改良区が連携して、当該事業を

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 進める。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境部会を設置し環境に配慮する。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年次計画通りに事業を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,110 0 3,110 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.22

％ 10万円 3.22 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国営手賀沼土地改良事業で整備された農業用排水路等は経年劣化をしており、放置をすれば甚大な被害が想定されるため、今後も継続して事業
を進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2108 課コード 0404 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土地改良事業の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・農政課

個別事業 手賀沼地域農業農村整備事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 国 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ 令和10年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,110 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 22101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

農業の生産性の維持・向上を図るため、農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積、農業用施設の適


